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【「障がい者」、「障がいのある方」、「障がいのある子ども」等の表記について】 

 

 

（１）原則、人を表す言葉としては、「障がいのある方」「障がいのある子ど

も」と表記します。 

（２）名称等で「障がいのある方」「障がいのある子ども」と表記することが

適当でない場合には、「障がい者」と表記します。 

（３）法律や条令等の名称、団体の名称、施設の名称、行政の担当課の名称等

の場合は、そのまま「障害者」と表記します。 
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第１章 計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

平成１８年４月に障害者自立支援法が施行され、身体障がい、知的障がい、精神

障がいの一元化によるサービス体系の見直しが行われました。 

また、平成２３年８月には、障がい者施策の基本となる障害者基本法が改正され、

すべての国民が障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現を目指し、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を

総合的かつ計画的に推進することが盛り込まれました。 

これを踏まえ、平成２５年４月に「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」）に見直

され、障がい者の範囲に難病等が追加されたほか、重度訪問介護の対象者の拡大、

ケアホームのグループホームへの一元化などが行われました。 

さらに、平成３０年４月には、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高

齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用の促進、障がい児支援のニーズの

多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充などが図られることとされています。 

この間、平成２３年６月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律」（以下「障害者虐待防止法」）が、平成２５年６月に「障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」）が成立し、平成

２６年１月には「障害者権利条約」が批准されるなど、障がい福祉施策を推進する

ための様々な法制度の整備が行われました。 

本市では、これらの国の動向等を踏まえ、平成２７年３月に「第２次障がい者計

画・第４期障がい福祉計画」を策定し、障がい福祉施策の推進に取り組んできまし

た。平成２９年度に計画期間が終了となることから、新たな計画を策定します。 

 

第２節 計画の位置づけ 

 「白河市第２次総合計画」「第２期白河市地域福祉計画」を上位計画とし、「白

河市第８期高齢者福祉計画」「第７期介護保険事業計画」「白河市子ども・子育て

計画」との整合・連携を図ります。 

本市では、「第３次障がい者計画・第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉

計画」を一体的な計画として策定します。 
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（１）障がい者計画 

障がい者計画は、障害者基本法第１１条第３項に基づく「市町村障がい者計画」

として、本市における障がい者施策全般に関わる基本的な理念や方針を定める計

画です。 

（２）障がい福祉計画 

障がい福祉計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障がい福祉計

画」として、国の基本指針に基づき、本市の障がい福祉サービス、相談支援の提

供体制を確保するために必要なサ－ビスの見込み量及びその確保のための方策を

定める計画です。 

（３）障がい児福祉計画 

障がい児福祉計画は、障がいのある子どもへの支援の提供体制を計画的に確保

するため、平成３０年４月から策定が義務付けられたもので、児童福祉法第３３

条の２０に基づく「市町村障がい児福祉計画」として、国の基本指針に基づき、

本市の障がい児通所支援、障がい児相談支援の提供体制を確保するために必要な

サ－ビスの見込み量及びその確保のための方策を定める計画です。 

 

第３節 計画の期間 

「障がい者計画」は、平成３０年度から３５年度までの６年間を計画期間とし、

「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」の策定に合わせて、必要に応じて見直しを

行います。 

「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」は、平成３０年度から３２年度の３年間

を計画期間とし、国及び県の基本指針等を踏まえ、３年ごとに見直しを行います。 

２７ 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

32 

年度 

33 

年度 

34 

年度 

35 

年度 

         

第１期障がい児福祉計画 

（30～32 年度） 

第 3 次障がい者計画 

（30～35 年度） 

第 5 期障がい福祉計画 

（30～32 年度） 

第４期障がい福祉計画 

（２７～２９年度） 

第２次障がい者計画 

（２４～２９年度） 

第６期障がい福祉計画 

（３３～３５年度） 

第２期障がい児福祉計画 

（３３～３５年度） 
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第４節 計画の対象者 

「障がい者計画」は全ての市民を対象とします。「障がい福祉計画・障がい児福

祉計画」は、障害者手帳の有無にかかわらず、身体障がい、知的障がい、精神障がい

（発達障がいを含む。）、その他の心身の機能の障がいがあり、障がい及び社会障

壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある方を対象

とし、難病のある方を含みます。 

 

第５節 計画の策定 

計画の策定にあたっては、ニーズ調査を実施し、障がい福祉サービス利用者の意

見を把握しました。 

白河市、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町が共同で運営している「しらかわ地域

自立支援協議会」において、各専門部会員、相談支援専門員等で構成する「第５期

障がい福祉計画案策定検討会議」を設置し、ニーズ調査の結果等を基に計画の素案

を策定し全体会で審議を行いました。 
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第２章 障がいのある方、障がいのある子どもを取り巻く現状 

 

第１節 人口動向 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 

第２節 障がいのある方、障がいのある子どもの現状 

（１） 障害者手帳の所持者数 

 

（各年度 4 月 1 日現在）  

148 148 148 148 556 556 

14,644 15,074 15,496 15,937 16,386 16,660 

39,659 38,957 38,512 37,902 36,659 35,926 

9,111 8,813 8,621 8,466 7,972 7,766 
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資料：福島県現住人口調査月報
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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（２）身体障害者手帳の所持者数（障がい別） 

 

 障がいのある方（１８歳以上） 

 

 

障がいのある子ども（１８歳未満） 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 

  

784 711 713

1,333
1,209 1,178

28
23 23
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166 160
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139 132
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2,248 2,206

資料：福島県障がい者総合福祉センター
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（３）身体障害者手帳の所持者数（等級別） 

 

障がいのある方（１８歳以上） 

 

 

 障がいのある子ども（１８歳未満） 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 

  

169 155 151
173 160 153

566 506 495
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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（４） 療育手帳の所持者数 

 

障がいのある方（１８歳以上） 

 

 

障がいのある子ども（１８歳未満） 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 

  

253 262 277
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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（５） 精神障害者保健福祉手帳の所持者数 

（各年度 4 月 1 日現在） 

 

（６） 障害支援区分の認定者数 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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資料：福島県障がい者総合福祉センター
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第 3 節 ニーズ調査から見た障がいのある方の現状 

 

 障がいのある方（１８歳以上）の現状  

 

障がいのある方の日常生活における困りごとや障がい福祉サービスの利用状況・

満足度等を把握し、本市が今後取り組むべき方向性や障がい福祉計画の企画・立案

のため、障がいのある当事者及び保護者を対象に、相談支援専門員による聞き取り

調査を実施しました。 

 

① 調査方法  相談支援専門員（９事業所・２２名）及び県南障がい者就業・生 

活支援センター（６名）による書面調査及び聞き取り調査 

② 調査期間 平成２９年６月～７月 

③ 対象者  計画相談利用者及び県南障がい者就業・生活支援センター登録者 

④ 対象年齢 １８歳以上 

⑤ 調査人数 ４６０人 

（手帳区分別・男女別） 

区  分 男 女 計 割合 

身体障害者手帳 ４９人 ４６人 ９５人 ２０．７％ 

療育手帳 １４９人 ９４人 ２４３人 ５２．８％ 

精神障害者保健福祉手帳 ６７人 ４２人 １０９人 ２３．７％ 

手帳なし（難病含む） ６人 ７人 １３人 ２．８％ 

合  計 ２７１人 １８９人 ４６０人 １００．０％ 

（年齢別） 

区  分 人数 割合 

１８・１９歳 １９人 ４．１％ 

２０～２９歳 １０１人 ２２．０％ 

３０～３９歳 １０１人 ２２．０％ 

４０～４９歳 ７６人 １６．５％ 

５０～５９歳 ７６人 １６．５％ 

６０～６４歳 ３０人 ６．５％ 

６５歳以上 ４９人 １０．７％ 

不明 ８人 １．７％ 

合  計 ４６０人 １００.０％ 
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１ 日常生活について 

 

１－１ 日中の過ごし方（複数回答） 

全体では「通所事業所・作業所」が最も多く 39.6％、次いで「自宅」が 19.8％となっ

ています。 

身体障害者手帳所持者は「通所事業所・作業所」が 37.9％、「入所施設」が 32.6％と

多くなっています。療育手帳所持者も「通所事業所・作業所」が 36.2％と最も多く、「

入所施設」が 13.2%となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「通所事業所・

作業所」が 49.5％と多く、次いで「自宅」が 37.6%となっています。手帳なし（難病含

む）は「自宅」が 69.2％、「通所事業所・作業所」が 30.8%となっています。 

 

  

19.8%

14.8%

0.4%

4.6%
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

37.6%

4.6%

0.0%

3.7%

49.5%

2.8%

20.2%

0.0%

16.5%

2.8%

69.2%

0.0%

0.0%

0.0%
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0.0%
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0.0%
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0.0%

自宅

入所施設

学校

仕事

通所事業所・作業所

入院中

精神科デイケア

リハビリなど

買い物や趣味等で外出

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）
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１－２ 現在の生活場所 

全体では「持ち家」「賃貸住宅」が多く 70.4%となっており、「入所施設」は 18.5％、

「グループホーム」は 7.4%、「病院」は 1.1%となっています。 

 

１－３ 外出の頻度 

全体では「ほぼ毎日」が 59.8％と最も多く、「週に１～２回」が 12.8％、「週に３～

４回」が 10.7%となっており、週 1 回以上外出している割合は 83.3%となっています。 

身体障害者手帳所持者は「ほぼ毎日」が 41.1％、「週に１～２回」が 14.7％と多くな

っています。療育手帳所持者は「ほぼ毎日」が最も多く 70.8％、「週に３～４回」が

4.5％となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「ほぼ毎日」が 55.0％と多く、

「週に３～４回」が 20.2％となっています。手帳なし（難病含む）は「週に３～４回」

が 46.2％と多くなっています。 

 

  

52.6%

53.7%

55.6%

45.0%

53.8%

17.8%

13.7%

11.5%

32.1%

46.2%

18.5%

29.5%

21.0%

5.5%

1.1%

1.2%

1.8%

7.4%

1.1%

8.2%

11.9%

2.6%

2.1%

2.5%

3.7%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

持ち家 賃貸住宅 入所施設 病院 グループホーム その他

59.8%

41.1%

70.8%

55.0%

30.8%

12.8%

14.7%

11.5%

12.8%

23.1%

10.7%

10.5%

4.5%

20.2%

46.2%

0.7%

0.4%

1.8%

15.9%

33.7%

12.8%

10.1%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

ほぼ毎日 週に３～４回 週に１～２回 月１～２回 その他



１２ 

 

１－４ 外出の目的（複数回答） 

全体では「通勤・通学・通所」が 47.4％と最も多く、「買い物」が 25.7％、「医療機

関への受診」が 18.3%と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「通勤・通学・通所」が 42.1％、「買い物」が 40.0％と多く

なっています。療育手帳所持者は「通勤・通学・通所」が最も多く 43.2％となっていま

す。精神障害者保健福祉手帳所持者は「通勤・通学・通所」が 61.5％、次いで「買い物

」が 40.0％、「医療機関への受診」が 41.3%となっています。手帳なし（難病含む）は

「買い物」が 53.8％となっています。 

 

  

47.4%

1.3%

25.7%

18.3%

2.2%

2.8%

6.3%

4.8%

7.0%

42.1%

6.3%

40.0%

28.4%

2.1%

4.2%

13.7%

11.6%

15.8%

43.2%

0.0%

4.1%

2.5%

0.0%

1.2%

4.1%

2.1%

2.5%

61.5%

0.0%

57.8%

41.3%

7.3%

4.6%

3.7%

5.5%

8.3%

46.2%

0.0%

53.8%

46.2%

0.0%

7.7%

15.4%

0.0%

15.4%

通勤・通学・通所

リハビリなど

買い物

医療機関への受診

友人と会う

趣味など

散歩

グループ活動・サークル活動

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１３ 

 

１－５ 外出時の困りごと（複数回答） 

全体では「電車やバスの乗り降りが困難」が 16.1％と多く、次いで「体調面が心配」が

13.0%となっています。 

身体障害者手帳所持者の割合は多く「電車やバスの乗り降りが困難」37.9％、「体調面

が心配」が 21.1%となっています。療育手帳所持者も「電車やバスの乗り降りが困難」が

10.4％と多くなっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「体調面が心配」が25.7％、

「外出による出費が多い」が 23.9%と多く、手帳なし（難病含む）は「体調面が心配」で

46.2％となっています。 

 

10.0%

16.1%

4.3%

5.4%

4.1%

8.9%

5.9%

13.0%

11.1%

20.0%

10.5%

37.9%

18.9%

6.3%

20.0%

7.4%

20.0%

21.1%

11.6%

23.2%

7.0%

10.7%

0.0%

3.3%

0.0%

2.5%

0.4%

2.5%

9.5%

21.4%

15.6%

8.3%

0.9%

9.2%

0.0%

23.9%

6.4%

25.7%

12.8%

16.5%

15.4%

23.1%

7.7%

7.7%

0.0%

15.4%

0.0%

46.2%

23.1%

0.0%

公共交通機関がない

電車やバスの乗り降りが困難

道路や駅に段差が多い

切符の購入や乗り換えが不明

外出先の建物設備が不便

外出による出費が多い

介助者がいない

体調面が心配

その他

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１４ 

 

１－６ 生活のしづらさを感じること（複数回答） 

全体では「日常生活全般に関すること」が16.7％と多く、「外出に関すること」が13.5%、

「コミュニケーションに関すること」が 13.0%と続いています。一方で、「特にない」と

答えた方は 14.8％となっています。 

身体障害者手帳所持者は「外出に関すること」が多く 29.5%となっています。精神障害

者保健福祉手帳所持者は「障がいへの理解について」と「仕事・訓練に関すること」が最も

多く 30.3％、次いで「権利擁護・金銭管理」が 28.4%となっています。 

 

 

16.7%

4.6%

7.0%

1.1%

12.8%

11.1%

11.5%

13.5%

13.0%

8.3%

14.8%

1.7%

10.0%

22.1%

15.8%

18.9%

1.1%

12.6%

25.3%

4.2%

29.5%

13.7%

3.2%

16.8%

4.2%

15.8%

9.5%

0.4%

2.1%

0.8%

4.5%

2.9%

4.9%

2.5%

5.8%

0.4%

15.6%

0.0%

11.5%

26.6%

4.6%

7.3%

1.8%

30.3%

14.7%

30.3%

22.9%

27.5%

28.4%

11.9%

2.8%

2.8%

30.8%

0.0%

7.7%

0.0%

23.1%

30.8%

30.8%

23.1%

23.1%

23.1%

7.7%

7.7%

0.0%

日常生活全般に関すること

福祉サービスの利用に関すること

医療やリハビリの利用に関すること

療育・教育に関すること

障がいへの理解について

社会参加に関すること

仕事・訓練に関すること

外出に関すること

コミュニケーションに関すること

権利擁護・金銭管理

特にない

その他

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１５ 

 

１－７ 主な収入（複数回答） 

全体では「年金・手当等」が最も多く 51.1％、次いで「通所事業所・作業所の工賃」

が 22.8％、「家族の給与・親族等の援助」が 17.4%となっています。 

身体障害者手帳所持者は「年金・手当等」が 84.2％と最も多くなっています。療育手

帳所持者は「年金・手当等」27.6％。「通所事業所・作業所の工賃」が 18.5%と多くな

っています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「年金・手当等」が最も多く 78.0％とな

っています。 

 

  

4.1%

22.8%

17.4%

3.0%

51.1%

5.2%

1.1%

6.3%

16.8%

27.4%

7.4%

84.2%

6.3%

3.2%

3.7%

18.5%

9.9%

0.0%

27.6%

1.2%

0.0%

3.7%

37.6%

21.1%

6.4%

78.0%

12.8%

1.8%

0.0%

23.1%

53.8%

0.0%

23.1%

7.7%

0.0%

勤務先の給料・賃金

通所事業所・作業所の工賃

家族の給与・親族等の支援

自己資金

年金・手当等

生活保護費

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１６ 

 

２ 就業について 

 

２－１ 就業の意向 

今後、収入を得る仕事がしたいかという設問に対し、全体では「仕事をしたい」が

40.7％と最も多く、一方で「仕事はしたくない」が 13.9%、「働けない」が 18.3％と

なっています。 

身体障害者手帳所持者は「働けない」が最も多く 28.4％、「仕事はしたくない」が

25.3%となっています。療育手帳所持者は「仕事をしたい」が 42.0％と最も多くなって

います。精神障害者保健福祉手帳所持者は「仕事をしたい」が 53.2％と多くなっていま

す。手帳なし（難病含むは）も「仕事をしたい」が 53.8％となっています。  

 

 

 

 

 

 

40.7%

21.1%

42.0%

53.2%

53.8%

13.9%

25.3%

7.8%

17.4%

15.4%

18.3%

28.4%

12.8%

21.1%

23.1%

14.3%

8.4%

19.8%

8.3%

7.7%

11.5%

16.8%

17.7%

0.0%

0.0%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

仕事をしたい 仕事はしたくない 働けない わからない 不明



１７ 

 

 

２－２ 働けない理由 

２－１で「働けない」と答えた方の働けない理由について、全体では「病弱」が 27.4％

と最も多く、次いで「自分に合う仕事がない」が 15.5%となっています。 

身体障害者手帳所持は「病弱」が 44.4％と多く、療育手帳所持は「自分に合う仕事がな

い」が 22.6％、精神障害者保健福祉手帳所持者は「病弱」が 30.4％、「働くことが不安

である」が 26.1%となっています。 

 

  

27.4%

3.6%

1.2%

15.5%

10.7%

1.2%

3.6%

13.1%

42.9%

44.4%

3.7%

0.0%

3.7%

18.5%

0.0%

0.0%

7.4%

33.3%

12.9%

3.2%

0.0%

22.6%

9.7%

0.0%

0.0%

6.5%

51.6%

30.4%

4.3%

4.3%

17.4%

4.3%

4.3%

13.0%

26.1%

34.8%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

100.0%

病弱

働く場が見つからない

労働条件が悪い

自分に合う仕事がない

通勤が困難

家事、育児、介護のため

職場の理解度が低い

働くことが不安である

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１８ 

 

２－３ 就業に必要な支援（複数回答） 

全体では「職場内で障がいに対する理解があること」が 28.0％と最も多く、「わからな

い」が 20.7％となっています。次いで「障がいの状況に合わせ、勤務時間が柔軟であるこ

と」「通勤や移動に配慮や支援があること」が多く 16.3%となっています。 

療育手帳所持者は 23.9％、精神障害者保健福祉手帳所持者は 44.0％が「職場内で障が

いに対する理解があること」となっています。 

 

  

12.6%

12.6%

28.0%

16.3%

16.3%

0.7%

7.2%

4.1%

20.7%

11.5%

10.5%

8.4%

16.8%

10.5%

16.8%

0.0%

2.1%

5.3%

20.0%

15.8%

10.7%

11.1%

23.9%

13.2%

10.7%

0.0%

5.3%

4.1%

23.9%

14.8%

18.3%

19.3%

44.0%

25.7%

24.8%

2.8%

15.6%

3.7%

14.7%

1.8%

15.4%

15.4%

53.8%

38.5%

46.2%

0.0%

7.7%

0.0%

15.4%

0.0%

就業に対する相談支援体制の充実

障がい者向け求人情報の提供の充実

職場内で障がいに対する理解があること

障がいの状況に合わせ、勤務時間が柔軟であること

通勤や移動に配慮や支援があること

法定雇用率の強化等で雇用先が増えること

ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁによる職場内でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝや作業の支援があること

その他

わからない

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



１９ 

 

３ 今後の暮らしについて 

 

３－１ 主な支援者（複数回答） 

現在の主な支援者について、全体では「母」が 40.4％、「父」が 29.8％と多く、次い

で「入所施設・病院の職員」が 21.3%、「障がい福祉サービスの職員など」が 20.9%と

なっています。 

身体障害者手帳所持者は「入所施設・病院職員」が最も多く 34.7％となっています。 

 

  

29.8%

40.4%

13.0%

4.1%

2.2%

4.1%

7.8%

1.3%

21.3%

20.9%

5.0%

0.4%

26.3%

32.6%

18.9%

5.3%

8.4%

10.5%

14.7%

3.2%

34.7%

17.9%

4.2%

0.0%

35.8%

49.8%

11.5%

3.3%

0.4%

2.1%

4.5%

0.4%

23.0%

26.7%

4.1%

0.4%

20.2%

27.5%

11.0%

4.6%

0.9%

2.8%

7.3%

1.8%

8.3%

10.1%

6.4%

0.9%

23.1%

30.8%

15.4%

7.7%

0.0%

7.7%

23.1%

0.0%

0.0%

23.1%

15.4%

0.0%

父

母

兄弟

祖父母

子ども（子どもの配偶者・孫）

配偶者

ホームヘルパー

友人・知人

入所施設・病院の職員

障がい福祉サービスの職員など

その他

支援は受けていない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２０ 

 

３－２ 支援者が介助できなくなった時 

支援者が一時的に介助できなくなった場合について、全体では「わからない」が最も多く

31.7％、「家族・親族に頼む」が 16.1％となっています。 

「わからない」に次いで多かったのは、身体障害者手帳所持者では「施設や病院を利用す

る」が 21.1%、療育手帳所持者は「家族・親族に頼む」が 18.9％、精神障害者保健福祉

手帳所持者は「家族・親族に頼む」が 15.6％となっています。 

  

5.4%

12.4%

16.1%

12.4%

1.5%

0.4%

31.7%

5.0%

3.2%

15.8%

11.6%

21.1%

2.1%

0.0%

26.3%

6.3%

3.3%

15.2%

18.9%

10.3%

0.8%

0.8%

33.7%

4.5%

9.2%

4.6%

15.6%

9.2%

2.8%

0.0%

31.2%

4.6%

30.8%

0.0%

0.0%

15.4%

0.0%

0.0%

38.5%

7.7%

ホームヘルパーを利用する

短期入所を利用する

家族・親族に頼む

施設や病院を利用する

介助や支援は必要ない

近所の人に頼む

わからない

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２１ 

 

３－３ 地域生活への意向（施設・病院入所者） 

施設に入所中及び病院に入院中の方で、おおよそ３年を目安とした地域生活への移行につ

いて、全体では「希望する」が 28.9％、「希望しない」が 14.4%、「わからない」が 15.6%

となっています。 

精神障害者保健福祉手帳所持者は、半数の 50.0％が地域生活への意向を希望していま

す。 

 

３－４ 将来の地域での生活 

施設に入所中及び病院に入院中の方のうち、地域での生活を希望している方の生活の場

について、全体では「グループホームを移用したい」が 38.5％と最も多く、「家族と一

緒に生活したい」が 19.2％と続いています。 

身体障害者手帳所持は「アパートで一人暮らししたい」が 42.9％と最も多くなってい

ます。療育手帳所持は「グループホームを利用したい」が 53.3％となっています。 

 

  

28.9%

25.0%

27.8%

50.0%

14.4%

28.6%

9.3%

15.6%

3.6%

18.5%

37.5%

41.1%

42.9%

44.4%

12.5%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

希望する 希望しない わからない 不明

38.5%

14.3%

53.3%

25.0%

19.2%

14.3%

20.0%

25.0%

15.4%

42.9%

25.0%

7.7%

6.7%

25.0%

3.8%

14.3%

15.4%

14.3%

20.0%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

グループホームを利用したい 家族と一緒に生活したい アパートで一人暮らししたい
今の生活を続けたい その他 わからない
不明



２２ 

 

３－５ 将来生活したい地域 

施設に入所中及び病院に入院中の方のうち、地域での生活を希望している方の将来生活

したい地域について、全体では「地元に戻りたい」が 46.2％と最も多く、「今の住んで

いる地域がいい」が 34.6％と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「地元に戻りたい」が 100.0％、療育手帳所持者は「今の住ん

でいる地域がいい」が 40.0％、精神障がい者保健福祉手帳所持者は、「今の住んでいる

地域がいい」が 75.0％となっています。 

 
  

46.2%

100.0%

33.3%

34.6%

40.0%

75.0%

7.7%

6.7%

25.0%

11.5%

20.0%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

地元に戻りたい 今の住んでいる地域がいい どこでもいい その他



２３ 

 

３－６ 暮らしやすい地域にするために必要なこと（複数回答） 

全体では「経済的な負担の軽減」が 26.7％と最も多く、次いで「相談支援対応等の充

実」が 24.3％となっています。 

身体障害者手帳所持者は「相談支援対応等の充実」が 30.5％と最も多くなっています

。療育手帳所持者は「わからない」が 20.6％、「障がいに配慮した住宅やグループホー

ムを増やす」が 19.8%と多くなっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「経済的

負担の軽減」が最も多く 47.7％、手帳なし（難病含む）は「相談支援対応等の充実」が

69.2％となっています。 

 

24.3%

18.7%

8.5%

14.6%

5.4%

26.7%

8.3%

1.1%

5.2%

8.0%

18.5%

8.7%

9.1%

2.8%

13.3%

15.0%

13.5%

30.5%

27.4%

10.5%

24.2%

4.2%

21.1%

7.4%

2.1%

17.9%

2.1%

20.0%

17.9%

4.2%

3.2%

13.7%

9.5%

12.6%

15.6%

11.9%

7.8%

10.7%

5.3%

18.9%

4.9%

0.4%

1.6%

6.6%

19.8%

3.3%

7.4%

2.9%

13.6%

20.6%

18.5%

33.0%

22.9%

8.3%

13.8%

5.5%

47.7%

12.8%

0.9%

0.0%

14.7%

13.8%

10.1%

16.5%

2.8%

12.8%

9.2%

3.7%

69.2%

46.2%

7.7%

23.1%

15.4%

38.5%

38.5%

7.7%

23.1%

23.1%

23.1%

30.8%

15.4%

0.0%

7.7%

0.0%

7.7%

相談支援対応等の充実

保健・医療・福祉に関する情報の周知

参加しやすいスポーツ・文化活動等の場を増やす

在宅生活を支援する保健・福祉サービスの充実

生活訓練等の充実

経済的な負担の軽減

地域住民の理解

保育所や学校の受入体制の充実

道路や建物を利用しやすくする

職業訓練や働く場所を増やす

障がいに配慮した住宅やｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑを増やす

災害や緊急時に避難を支援する体制整備

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについての支援

その他

特に感じない

わからない

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２４ 

 

４ 障がい福祉サービス等の利用について 

 

４－１ サービスの利用状況 

全体では「生活介護」が 35.4％と最も多く、「就労継続支援（A 型・B 型）」が 34.6

％と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「生活介護」が 52.6％と最も多くなっています。療育手帳所

持者は「生活介護」が 45.7％、「就労継続支援（A 型・B 型）」が 40.3％と多くなって

います。精神障害者保健福祉手帳所持者は「就労継続支援（A 型・B 型）」が 38.5％と

、手帳なし（難病含む）は「居宅介護」が 46.2％と多くなっています。  

 

18.0%

1.3%

0.9%

1.1%

10.9%

18.5%

6.7%

35.4%

0.2%

2.6%

34.6%

7.6%

2.6%

0.2%

6.5%

31.6%

4.2%

3.2%

1.1%

17.9%

30.5%

1.1%

52.6%

0.0%

0.0%

15.8%

10.5%

2.1%

0.0%

5.3%

9.5%

0.8%

0.4%

1.6%

12.8%

21.0%

8.2%

45.7%

0.4%

1.6%

40.3%

8.6%

4.1%

0.0%

6.2%

22.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.8%

4.6%

9.2%

0.9%

0.0%

6.4%

38.5%

2.8%

0.0%

0.9%

8.3%

46.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.7%

0.0%

7.7%

30.8%

7.7%

0.0%

0.0%

7.7%

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

短期入所

施設入所支援

共同生活援助（グループホーム）

生活介護

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

移動支援

日中一時支援

地域活動センター

利用していない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２５ 

 

４－２ 今後利用したいサービス（複数回答） 

全体では「就労継続支援（A 型・B 型）」が 20.9％と最も多く、「利用したいサービス

がない」が 13.5％と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「わからない」が 32.6％となっています。療育手帳所持者は「わ

からない」が 33.3％、「就労継続支援（A 型・B 型）」が 21.0％、「共同生活援助（グ

ループホーム）」が 13.2%と多くなっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「就労

継続支援（A 型・B 型）」が 32.1％と最も多くなっています。 

 

  

9.8%

0.4%

0.4%

0.2%

6.7%

6.7%

9.8%

7.0%

0.2%

1.3%

20.9%

7.6%

0.4%

13.5%

6.5%

10.5%

1.1%

2.1%

0.0%

7.4%

13.7%

7.4%

11.6%

0.0%

0.0%

7.4%

12.6%

1.1%

17.9%

32.6%

6.6%

0.4%

0.0%

0.4%

9.9%

7.0%

13.2%

8.2%

0.0%

0.8%

21.0%

6.6%

0.4%

13.2%

33.3%

16.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

5.5%

0.9%

0.9%

3.7%

32.1%

5.5%

0.0%

11.0%

22.0%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

23.1%

7.7%

0.0%

7.7%

53.8%

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

短期入所

施設入所支援

共同生活援助（グループホーム）

生活介護

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

移動支援

日中一時支援

利用したいサービスがない

わからない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２６ 

 

４－３ 福祉サービスに関する情報の収集 

全体では「障がい福祉サービス事業所」が38.3％と最も多く、「相談支援事業所」が24.8％

と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「相談支援事業所」が 34.7％、療育手帳所持者は「障がい福祉

サービス事業所」が 46.9％と最も多くなっています。精神障害者保健福祉手帳所持者は「障

がい福祉サービス事業所」が 36.7％、手帳なし（難病含む）は「相談支援事業所」が 53.8％

となっています。  

 

  

0.7%

0.4%

0.7%

2.4%

6.7%

1.3%

38.3%

10.4%

2.0%

0.9%

24.8%

1.1%

3.7%

0.0%

0.0%

0.0%

2.1%

9.5%

0.0%

21.1%

16.8%

3.2%

2.1%

34.7%

3.2%

3.2%

0.0%

0.0%

0.4%

0.8%

7.0%

2.1%

46.9%

10.7%

0.4%

0.8%

19.8%

0.4%

4.1%

2.8%

1.8%

1.8%

4.6%

3.7%

0.9%

36.7%

4.6%

3.7%

0.0%

23.9%

0.9%

3.7%

0.0%

0.0%

0.0%

15.4%

7.7%

0.0%

15.4%

7.7%

7.7%

0.0%

53.8%

0.0%

0.0%

行政機関の広報誌

新聞・雑誌

テレビ・ラジオ

インターネット

家族・親戚

友人・知人

障がい福祉サービス事業所

施設職員

病院の職員

障がい者団体・家族会

相談支援事業所

介護支援専門員

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２７ 

 

５ 権利擁護について 

 

５－１ 差別や嫌な思いをした経験 

全体では「ない」が 25.2％と最も多く、「わからない」が 21.7％となっています。 

身体障害者手帳所持者は「ない」が 33.7％、療育手帳所持者は「わからない」が 21.8

％と多くなっています。一方で、精神障害者保健福祉手帳所持者は「ある（した）」が

34.9％と最も多くなっています。手帳なし（難病含む）は「ない」が 46.2％となってい

ます。  

 

 

  

20.9%

13.7%

17.7%

34.9%

15.4%

10.7%

9.5%

7.8%

16.5%

23.1%

25.2%

33.7%

21.0%

24.8%

46.2%

21.7%

26.3%

21.8%

19.3%

7.7%

21.5%

16.8%

31.7%

4.6%

7.7%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

ある（した） 少しある（あった） ない わからない 不明



２８ 

 

５－２ 差別や嫌な思いをした場所 

全体では「住んでいる地域」が 19.3％と最も多く、「学校」が 18.6％、「職場」「障

がい福祉サービス事業所」が 17.9%と続いています。 

身体障害者手帳所持者は「障がい福祉サービス事業所」「住んでいる地域」が多く

22.7％となっています。療育手帳所持者は「学校」が 24.2％と最も多くなっています。

精神障害者保健福祉手帳所持者は「職場」が 28.6％となっています。手帳なし（難病含

む）は「学校」が 40.0％となっています。  

 

18.6%

17.9%

4.8%

17.9%

1.4%

19.3%

1.4%

5.5%

13.1%

9.1%

4.5%

18.2%

22.7%

4.5%

22.7%

0.0%

0.0%

18.2%

24.2%

14.5%

4.8%

22.6%

0.0%

17.7%

0.0%

9.7%

6.5%

14.3%

28.6%

0.0%

10.7%

1.8%

21.4%

3.6%

3.6%

16.1%

40.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

40.0%

学校

職場

入所施設

障がい福祉サービス事業所

医療機関

住んでいる地域

求職中

外出先

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



２９ 

 

５－３ 成年後見制度について 

全体では「利用している」は 2.8%のみで、「名前も内容も知っている」は 7.0%、「

名前は知っているが、内容は知らない」が 22.8％となっています。「名前も内容も知ら

ない」と答えた方は 53.0％と半数を超えています。 

 

５－４ 成年後見制度利用の意向 

全体では「わからない」が 58.3％と最も多く、「利用したい」が 10.0％、「利用した

くない」が 10.9%となっています。 

「利用したい」と答えた方は、精神障害者保健福祉手帳所持者が最も多く 15.6％、次い

で療育手帳所持者が 9.5％、身体障害者手帳所持者が 6.3％となっています。 

 

  

7.0%

13.7%

4.5%

6.4%

7.7%

22.8%

25.3%

21.0%

25.7%

15.4%

53.0%

38.9%

53.9%

62.4%

61.5%

2.8%

4.2%

3.3%

0.9%

14.3%

17.9%

17.3%

4.6%

15.4%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

名前も内容も知っている 名前は知っているが、内容は知らない 名前も内容も知らない 利用している 不明

10.0%

6.3%

9.5%

15.6%

10.9%

14.7%

7.4%

13.8%

23.1%

58.3%

54.7%

60.5%

60.6%

23.1%

20.9%

24.2%

22.6%

10.1%

53.8%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

利用したい 利用したくない わからない 不明



３０ 

 

６ 災害時の避難等 

 

６－１ 災害時の避難場所 

全体では「知らない」が多く 86.3％、「知っている」は 13.5%となっています。 

 

６－２ 災害時の避難 

災害時にひとりで避難できるかという設問に対し、全体では「ひとりで避難できない」

が 47.2％と多く、「ひとりで避難できる」は 30.9%となっています。 

精神障害者保健福祉手帳所持者は「ひとりで避難できる」の割合が多く 49.5％となっ

ています。 

 

  

13.5%

18.9%

9.5%

18.3%

7.7%

86.5%

81.1%

90.5%

81.7%

92.3%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

知っている 知らない

30.9%

17.9%

25.5%

49.5%

69.2%

47.2%

70.5%

49.4%

25.7%

15.4%

22.0%

11.6%

25.1%

24.8%

15.4%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

ひとりで避難できる ひとりで避難できない わからない



３１ 

 

６－３ 避難時の支援者の有無 

全体では「いる」が 64.1％と多く、「いない」が 13.0%となっています。 

「いる」の割合は、療育手帳所持者が最も多く 70.0％、次いで身体障害者手帳所持者

が 69.5％、精神障害者保健福祉手帳所持者が 48.6％、手帳なし（難病含む）が 46.2%

となっています。 

 

  

64.1%

69.5%

70.0%

48.6%

46.2%

13.0%

14.7%

7.0%

23.9%

23.1%

22.8%

15.8%

23.0%

27.5%

30.8%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

手帳なし（難病含む）

いる いない わからない



３２ 

 

６－４ 災害時に不安なこと（複数回答） 

全体では「避難場所の設備や生活環境が不安」が 31.5％と最も多く、次いで「周囲と

のコミュニケーションが取れない」が 28.7％となっています。 

身体障害者手帳所持者は「避難場所の設備や生活環境が不安」が 49.5％、療育手帳所

持者は「周囲とのコミュニケーションが取れない」が 29.6％と最も多くなっています。 

精神障害者保健福祉手帳所持者は「治療や投薬が受けられない」が最も多く 43.1％、「

周囲とのコミュニケーションが取れない」が 38.5％となっています。手帳なし（難病含

む）は「治療や投薬が受けられない」が 53.8％と多くなっています。  

 

  

22.4%

12.4%

17.6%

28.7%

31.5%

16.3%

20.7%

1.5%

10.7%

27.4%

10.5%

30.5%

14.7%

49.5%

11.6%

10.5%

3.2%

12.6%

9.5%

15.6%

11.9%

29.6%

25.5%

16.9%

27.6%

1.6%

13.2%

43.1%

6.4%

17.4%

38.5%

28.4%

19.3%

15.6%

0.0%

3.7%

53.8%

15.4%

30.8%

30.8%

38.5%

15.4%

7.7%

0.0%

7.7%

治療や投薬が受けられない

援助を求めることができない

安全な場所まで避難できない

周囲とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取れない

避難場所の設備や生活環境が不安

避難方法が分からない

わからない

その他

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳 手帳なし（難病含む）



３３ 

 

 

 

 障がいのある子ども（１８歳未満）の現状  

障がいのある子どもと保護者の日常生活における困りごとや障がい福祉サービス

の利用状況・満足度等を把握し、本市が今後取り組むべき方向性や障がい福祉計画

の企画・立案のため、障がいのある当事者及び保護者を対象に、相談支援専門員に

よる聞き取り調査を実施しました。 

 

① 調査方法  相談支援専門員（２事業所・４名）による書面調査及び聞き取り 

② 調査期間 平成２９年６月～７月 

③ 対象者  計画相談を利用する障がいのある子どもとその保護者 

④ 対象年齢 １８歳未満（高校在学生含む） 

⑤ 調査人数 １６３人 

（手帳区分別・男女別） 

区分 男 女 計 割合 

身体障害者手帳 ３人 ９人 １２人 ７．４％ 

療育手帳 ５６人 ２０人 ７６人 ４６．６％ 

精神障害者保健福祉手帳 ０人 ０人 ０人 － 

手帳なし（難病含む） ６２人 １３人 ７５人 ４６．０％ 

合  計 １２１人 ４２人 １６３人 １００．０％ 

（年齢別） 

区分 人数 割合 

０～６歳（未就学児） ７０人 ４３．０％ 

７～１２歳（小学生） ７３人 ４４．８％ 

１３～１５歳（中学生） １３人 ８．０％ 

１６～１８歳（高校在学生） ５人 ３．０％ 

不明 ２人 １．２％ 

合  計 １６３人 １００.０％ 

  



３４ 

 

１ 日常生活について 

 

１－１ 日中の過ごし方（複数回答） 

全体では「通所事業所・作業所」が 70.6％と最も多く、「学校」が 55.8％、

「保育所・幼稚園」が 28.8%となっています。 

身体障害者手帳所持児は「通所事業所・作業所」が多く 91.7％となっていま

す。療育手帳所持児は「学校」が 78.9％、次いで「通所事業所・作業所」が

64.5%となっています。手帳なし（難病含む）は「通所事業所・作業所」が

73.3％、「保育園・幼稚園」が 52.0%となっています。 

 

１－２ 現在の生活場所 

全体では「持ち家」が 71.2％、「賃貸住宅」が 28.2％、「社宅」が 0.6%で自宅が生

活の場所となっています。

 

22.1%

28.8%

70.6%

55.8%

3.1%

4.3%

33.3%

0.0%

91.7%

50.0%

0.0%

8.3%

22.4%

10.5%

64.5%

78.9%

1.3%

5.3%

20.0%

52.0%

73.3%

33.3%

5.3%

2.7%

自宅

保育園・幼稚園

通所事業所・作業所

学校

グループ活動・サークル活動

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）

71.2%

75.0%

71.1%

70.7%

28.2%

25.0%

28.9%

28.0%

0.6%

1.3%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

持ち家 賃貸住宅 社宅 入所施設 病院 グループホーム その他



３５ 

 

１－３ 外出の頻度 

全体では「ほぼ毎日」が 96.9％と最も多く、「週に３～４回」が 2.5％、「週に 1～２

回」が 0.6%となっています。 

 

１－４ 外出の目的（複数回答） 

全体では「通勤・通学・通所」が 100％、次いで「買い物」が 28.2％となっています。 

「通勤・通学・通所」以外では、身体障害者手帳所持児は「医療機関の受診」が 66.7％、

療育手帳所持者児は「買い物」が 34.2％、手帳なし（難病含む）は「買い物」が 25.3%

と多くなっています。 

 

 

96.9%

83.3%

97.4%

98.7%

2.5%

8.3%

2.6%

1.3%

0.6%

8.3%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

ほぼ毎日 週に３～４回 週に１～２回 月１～２回 その他

100.0%

4.9%

28.2%

23.9%

10.4%

4.9%

2.5%

100.0%

8.3%

8.3%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

3.9%

34.2%

25.0%

11.8%

3.9%

2.6%

100.0%

5.3%

25.3%

16.0%

10.7%

6.7%

2.7%

通勤・通学・通所

リハビリなど

買い物

医療機関の受診

散歩

グループ活動・サークル活動

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



３６ 

 

１－５ 外出時の困りごと（複数回答） 

全体では「特にない」が 49.1％と最も多く、「電車やバスの乗り降りが困難」が 28.2

％と続いています。 

その他に身体障害者手帳所持児は「体調面が心配」が 33.3％、療育手帳所持児は「周

囲の目が気になる」が 25.0％、手帳なし（難病含む）が「公共交通機関がない」が 9.3

％と多くなっています。 

 

  

8.6%

28.2%

3.7%

1.8%

11.7%

3.7%

17.8%

6.7%

8.6%

49.1%

0.0%

58.3%

16.7%

8.3%

16.7%

8.3%

25.0%

33.3%

8.3%

8.3%

9.2%

27.6%

5.3%

2.6%

14.5%

2.6%

25.0%

9.2%

13.2%

39.5%

9.3%

24.0%

0.0%

0.0%

8.0%

4.0%

9.3%

0.0%

4.0%

65.3%

公共交通機関がない

電車やバスの乗り降りが困難

道路や駅に段差が多い

外出先の建物の設備が不便

介助者が確保できない

送迎や外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

体調面が心配

その他

特にない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



３７ 

 

１－６ 生活のしづらを感じること（複数回答） 

全体では「コミュニケーションに関すること」が 41.7％で最も多く、「仕事と療育の

両立に関すること」が 31.9％、「保育・教育に関すること」が 27.0%と続いています。 

身体障害者手帳所持児は「医療に関すること」「仕事と療育の両立に関すること」がそ

れぞれ 50.0％と多くなっています。療育手帳所持児は「コミュニケーションに関するこ

と」が 46.1％となっています。手帳なし（難病含む）も「コミュニケーションに関する

こと」が 40.0％と最も多く、次いで「保育・教育に関すること」が 37.3%、「仕事と療

育の両立に関すること」が 29.3%となっています。 

 

  

16.0%

4.9%

19.0%

23.9%

11.0%

14.7%

25.2%

31.9%

11.7%

12.3%

2.5%

41.7%

27.0%

3.7%

41.7%

8.3%

50.0%

25.0%

8.3%

16.7%

33.3%

50.0%

33.3%

0.0%

0.0%

25.0%

8.3%

0.0%

19.7%

7.9%

18.4%

22.4%

13.2%

17.1%

31.6%

31.6%

10.5%

9.2%

2.6%

46.1%

19.7%

6.6%

8.0%

1.3%

14.7%

25.3%

9.3%

12.0%

17.3%

29.3%

9.3%

17.3%

2.7%

40.0%

37.3%

1.3%

日常生活全般に関すること

福祉サービスの利用に関すること

医療に関すること

療育・訓練・リハビリに関すること

送迎・外出に関すること

社会参加に関すること

障がいへの理解に関すること

仕事と療育の両立に関すること

金銭に関すること

特にない

その他

コミュニケーションに関すること

保健・教育に関すること

就労に関すること

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



３８ 

 

２ 今後の暮らしについて 

 

２－１ 将来の生活 

 将来お子さんにどのようなところで生活を送ってほしいかという設問に対し、全体で

は「まだわからない」が 48.5％と最も多く、「一般企業」が 30.1%、「通所事業所（給

料・工賃等なし）」が 11.0%と続いています。 

身体障害者手帳所持児は「通所事業所（給料・工賃等なし）」が 58.3％と最も多く、

療育手帳所持児は「まだわからない」が 50.0％、「一般企業」が 18.4%となっています

。手帳なし（難病含む）は「まだわからない」が 50.7％、「一般企業」が 45.3%となっ

ています。 

 

  

30.1%

9.2%

11.0%

0.6%

48.5%

0.6%

8.3%

8.3%

58.3%

0.0%

25.0%

0.0%

18.4%

15.8%

14.5%

0.0%

50.0%

1.3%

45.3%

2.7%

0.0%

1.3%

50.7%

0.0%

一般企業

就労移行支援・継続支援

通所事業所（給料・工賃等なし）

家事手伝い

まだわからない

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



３９ 

 

２－２ 就業に必要な支援（複数回答） 

全体では「職場内で障がいに対する理解があること」が 62.6％と最も多く、「通勤や

移動に配慮や支援があること」28.2％、「障がいの状況に合わせ勤務時間が柔軟であるこ

と」が 25.2%と続いています。 

 

  

10.4%

15.3%

62.6%

25.2%

28.2%

9.8%

11.0%

0.6%

20.9%

4.3%

8.3%

0.0%

41.7%

16.7%

41.7%

0.0%

0.0%

0.0%

8.3%

16.7%

13.2%

19.7%

67.1%

28.9%

40.8%

11.8%

11.8%

1.3%

17.1%

2.6%

8.0%

13.3%

61.3%

22.7%

13.3%

9.3%

12.0%

0.0%

26.7%

4.0%

就業に対する相談支援体制の充実

障がい者向け求人情報の提供の充実

職場内で障がいに対する理解があること

障がいの状況に合わせ、勤務時間が柔軟であること

通勤や移動に配慮や支援があること

法定雇用率の強化等で雇用先が増えること

ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁによる職場内でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝや作業の支援があること

その他

わからない

不明

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



４０ 

 

２－３ 将来生活したい場所 

高校（中学）卒業後、お子さんにどこで生活してほしいかという設問に対し、全体では

「わからない」が 46.6％と最も多く、次いで「今の生活を続けたい」が 37.4％、「アパ

ートでひとり暮らしをして欲しい」が 8.0%、「グループホームの利用」が 5.5%となっ

ています。 

 

２－４ 将来生活したい地域 

全体では「今の住んでいる地域がいい」が 82.8％と最も多く、「どこでもいい」が

10.4％となっています。 

身体障害者手帳所持児は 83.3％、療育手帳所持児は 88.2％、手帳なしは 77.3%が今

住んでいる地域での生活を希望しています。 

 

  

5.5%

8.3%

9.2%

1.3%

37.4%

33.3%

35.5%

40.0%

8.0%

5.3%

12.0%

2.5%

8.3%

3.9%

46.6%

50.0%

46.1%

46.7%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの利用 今の生活を続けたい
アパートで一人暮らしをしてほしい 入所施設の利用
その他 わからない

82.8%

83.3%

88.2%

77.3%

10.4%

7.9%

14.7%

6.7%

16.7%

3.9%

8.0%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

今の住んでいる地域がいい どこでもいい その他



４１ 

 

２－５ 暮らしやすい地域にするために必要なこと（複数回答） 

全体では「保育所や学校の受入体制の充実」が 40.5％と最も多く、次いで「児童クラ

ブ・学校等の専門性の向上」が 36.8％、「地域住民の理解」が 34.4%となっています。 

身体障害者手帳所持児は「在宅生活を支援する保健・福祉サービスの充実」が 50.0％

と最も多く、療育手帳所持者児は「地域住民の理解」が 40.8％と最も多くなっています

。手帳なし（難病含む）は「児童クラブ・学校等の専門性の向上」が 56.0％、「保育所

や学校の受け入れ態勢の充実」が 53.3％と多くなっています。 

 

16.6%

25.8%

8.6%

20.2%

9.8%

20.2%

34.4%

40.5%

4.9%

18.4%

36.8%

17.2%

20.2%

16.0%

5.5%

1.8%

3.1%

8.3%

41.7%

0.0%

50.0%

8.3%

41.7%

41.7%

33.3%

8.3%

16.7%

0.0%

16.7%

8.3%

33.3%

0.0%

8.3%

0.0%

23.7%

30.3%

10.5%

31.6%

14.5%

23.7%

40.8%

28.9%

6.6%

19.7%

23.7%

28.9%

28.9%

21.1%

3.9%

1.3%

3.9%

10.7%

18.7%

8.0%

4.0%

5.3%

13.3%

26.7%

53.3%

2.7%

17.3%

56.0%

5.3%

13.3%

8.0%

8.0%

1.3%

2.7%

相談支援対応等の充実

保健・医療・福祉に関する情報の周知

参加しやすいスポーツ・文化活動等の場を増やす

在宅生活を支援する保健・福祉サービスの充実

生活訓練等の充実

経済的な負担の軽減

地域住民の理解

保育所や学校の受入体制の充実

道路や建物を利用しやすくする

職業訓練や働く場所を増やす

児童クラブ・学校等の専門性の向上

障がいに配慮した住宅やｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑを増やす

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについての支援

災害や緊急時に避難を支援する体制整備

特に感じない

わからない

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



４２ 

 

３ 障がい福祉サービス等の利用について 

 

３－１ 福祉サービスの利用状況 

全体では「放課後等デイサービス」が 49.7％と最も多く、「児童発達支援」が 42.9％

「日中一時支援」が 16.6%と続いています。 

身体障害者手帳所持児は「児童発達支援」「放課後等デイサービス」がそれぞれ 50.0％

と多くなっています。療育手帳所持児は「放課後等デイサービス」が 71.1％と最も多く、

手帳なし（難病含む）は「児童発達支援」が 64.0％となっています。 

 

  

10.4%

42.9%

49.7%

8.6%

1.2%

16.6%

0.6%

16.7%

50.0%

50.0%

0.0%

0.0%

41.7%

0.0%

19.7%

21.1%

71.1%

11.8%

2.6%

28.9%

0.0%

0.0%

64.0%

28.0%

6.7%

0.0%

0.0%

1.3%

短期入所

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

移動支援

日中一時支援

利用していない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



４３ 

 

３－２ 今後利用したいサービス（複数回答） 

全体では「放課後等デイサービス」が 39.3％と最も多く、「日中一時支援」「地域活

動センター」「利用したいサービスがない」「わからない」が並んで 18.4％となってい

ます。 

身体障害者手帳所持児は「放課後等デイサービス」が 50.0％と最も多くなっています。

療育手帳所持児は「利用したいサービスがない」が 30.3％と最も多くなっています。手

帳なし（難病含む）は「放課後等デイサービス」が 48.0％となっています。 

 

  

1.8%

0.6%

1.2%

1.2%

0.6%

3.7%

0.6%

39.3%

1.8%

1.2%

18.4%

18.4%

18.4%

18.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

16.7%

0.0%

33.3%

16.7%

3.9%

1.3%

2.6%

2.6%

1.3%

7.9%

0.0%

28.9%

2.6%

2.6%

7.9%

1.3%

30.3%

17.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

48.0%

1.3%

0.0%

0.0%

1.3%

28.0%

16.0%

短期入所

施設入所支援

生活介護

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

児童発達支援

放課後等デイｻｰﾋﾞｽ

保育所等訪問支援

移動支援

日中一時支援

地域活動ｾﾝﾀｰ

利用したいｻｰﾋﾞｽがない

わからない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）



４４ 

 

３－３ 主な支援者（複数回答） 

全体では「母」が 93.3％と最も多く、次いで「父」が 39.3％、「祖父母」が 16.6%と

なっています。 

 

３－４ 支援者が介助できなくなった時 

全体では「家族・親族に頼む」が 81.0％と最も多く、「短期入所を利用する」が 15.3

％、「施設や病院を利用する」が 7.4%と続いています。 

身体障害者手帳所持児は「家族・親族に頼む」の 58.3％のほか、「施設や病院を利用

する」が 50.0%となっています。療育手帳所持児は 71.1％、手帳なし（難病含む）は

94.7％が「家族・親族に頼む」となっています。

 

  

39.3%

93.3%

16.6%

3.1%

1.2%

25.0%

75.0%

8.3%

0.0%

0.0%

40.8%

94.7%

18.4%

5.3%

1.3%

40.0%

94.7%

16.0%

1.3%

1.3%

父

母

祖父母

兄弟

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）

15.3%

81.0%

7.4%

1.2%

0.6%

2.5%

25.0%

58.3%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.9%

71.1%

7.9%

1.3%

0.0%

3.9%

0.0%

94.7%

0.0%

1.3%

1.3%

1.3%

短期入所を利用する

家族・親族に頼む

施設や病院を利用する

介助や支援は必要ない

近所の人に頼む

わからない

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）
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３－５ 福祉サービスに関する情報の収集 

全体では「通園施設職員」が 50.3％と最も多く、「相談支援事業所」が 48.5％、「イ

ンターネット」が 35.0%となっています。 

身体障害者手帳所持児は「相談支援事業所」が 58.3％と最も多く、療育手帳所持児は

「通園施設職員」が 55.3％、「相談支援事業所」は 51.3％となっています。手帳なし（

難病含む）は「通園施設職員」が最も多く 48.0％と多くなっています。 

 

  

2.5%

3.1%

22.7%

35.0%

0.6%

16.6%

50.3%

13.5%

20.9%

10.4%

48.5%

16.6%

3.7%

0.0%

0.0%

8.3%

25.0%

0.0%

0.0%

33.3%

16.7%

41.7%

25.0%

58.3%

16.7%

8.3%

2.6%

5.3%

26.3%

38.2%

0.0%

18.4%

55.3%

7.9%

19.7%

10.5%

51.3%

18.4%

1.3%

2.7%

1.3%

21.3%

33.3%

1.3%

17.3%

48.0%

18.7%

18.7%

8.0%

44.0%

14.7%

5.3%

行政機関の広報誌

新聞・雑誌

テレビ・ラジオ

インターネット

家族・親戚

友人・知人

通園施設職員

保健師

施設・病院の職員

障がい者団体・家族会

相談支援事業所

保育所・幼稚園・学校

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）
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４ 権利擁護について 

 

４－１ 差別や嫌な思いをした経験 

全体では「ある（した）」「少しある（あった）」が 49.7％と多く、「ない」が 23.3

％となっています。 

 

４－２ 差別や嫌な思いをした場所 

全体では「住んでいる地域」が 34.6％と最も多く、「保育所・幼稚園・学校」が 33.3

％と続いています。 

身体障害者手帳所持児は「住んでいる地域」が 66.7％と最も多くなっています。療育

手帳所持児は「住んでいる地域」が 36.4％、「保育所・幼稚園・学校」が 31.8％となっ

ています。手帳なし（難病含む）は「保育所・幼稚園・学校」が 46.4％と最も多くなっ

ています。 

 

28.2%

50.0%

36.8%

16.0%

21.5%

25.0%

21.1%

21.3%

23.3%

0.0%

15.8%

34.7%

9.8%

8.3%

11.8%

8.0%

17.2%

16.7%

14.5%

20.0%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

ある（した） 少しある（あった） ない わからない 不明

33.3%

2.5%

4.9%

34.6%

19.8%

2.5%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

33.3%

0.0%

31.8%

2.3%

6.8%

36.4%

13.6%

9.1%

46.4%

3.6%

3.6%

21.4%

25.0%

0.0%

保育所・幼稚園・学校

障がい福祉サービス事業所

医療機関

住んでいる地域

外出先

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）
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４－３ 成年後見制度について 

全体では「名前も内容も知らない」が 57.7％と半数以上を占め、「名前は知っている

が、内容は知らない」が 31.3％と続いています。「名前も内容も知っている」は 9.8%

となっています。 

 

４－４ 成年後見制度利用の意向 

全体では「わからない」が 68.7％と最も多く、「利用したくない」が 18.4％と続いて

います。 

「利用したい」は 11.0%で、うち身体障害者手帳所持児が 25.0%、療育手帳所持児が

17.1％、手帳なし（難病含む）が 2.7%となっています。 

 

  

9.8%

18.4%

2.7%

31.3%

33.3%

34.2%

28.0%

57.7%

66.7%

44.7%

69.3%

1.2%

2.6%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

名前も内容も知っている 名前は知っているが、内容は知らない 名前も内容も知らない 不明

11.0%

25.0%

17.1%

2.7%

18.4%

16.7%

14.5%

22.7%

68.7%

58.3%

65.8%

73.3%

1.8%

2.6%

1.3%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

利用したい 利用したくない わからない 不明
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５ 災害時の避難等 

 

５－１ 災害時の避難場所 

全体では「知らない」が多く 60.7％で、「知っている」が 39.3%となっています。 

 

５－２ 災害時の避難 

災害時にひとりで避難できますかという設問に対し、全体では「できない」が 93.3％と

なっています。 

 

５－３ 避難時の支援者 

全体では「いない」が 63.8％と多く、「いる」は 31.9%となっています。 

身体障害者手帳所持児は「いる」が多く 58.3％、療育手帳所持児は「いない」が多く

75.0％、手帳なし（難病含む）も「いない」が 57.3％となっています。 

 

39.3%

16.7%

44.7%

37.3%

60.7%

83.3%

55.3%

62.7%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

知っている 知らない

1.8%

1.3%

2.7%

93.3%

100.0%

94.7%

90.7%

4.9%

3.9%

6.7%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

できる できない わからない

31.9%

58.3%

22.4%

37.3%

63.8%

33.3%

75.0%

57.3%

4.3%

8.3%

2.6%

5.3%

全体

身体障害者手帳

療育手帳

手帳なし（難病含む）

いる いない わからない
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５－４ 災害時に不安なこと 

全体では「避難場所の設備や生活環境が不安」が 63.8％と最も多く、「周囲とのコミ

ュニケーションが取れない」が 55.2％となっています。 

身体障害者手帳所持児は「治療や投薬が受けられない」「避難場所の設備や生活環境が

不安」が 91.7％と最も多くなっています。療育手帳所持児は「避難場所の設備や生活環

境が不安」が 68.4％、「周囲とのコミュニケーションが取れない」が 67.1％となってい

ます。手帳なし（難病含む）は「避難場所の設備や生活環境が不安」が 54.7％と多くな

っています。 

 

  

19.0%

34.4%

41.7%

55.2%

63.8%

0.6%

4.9%

12.9%

91.7%

50.0%

75.0%

41.7%

91.7%

0.0%

0.0%

0.0%

21.1%

40.8%

51.3%

67.1%

68.4%

1.3%

5.3%

6.6%

5.3%

25.3%

26.7%

45.3%

54.7%

0.0%

5.3%

21.3%

治療や投薬が受けられない

援助を求めることができない

安全な場所まで避難できない

周囲とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取れない

避難場所の設備や生活環境が不安

家族のみでは避難が難しい

わからない

その他

全体 身体障害者手帳 療育手帳 手帳なし（難病含む）
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第３章 第３次障がい者計画 

第１節 基本理念  

本計画は、しらかわ地域（白河市、西郷村、泉崎村、中島村及び矢吹町）の障が

いのある方、地域住民、支援者、行政等がお互いに助け合い、障がいの有無にかか

わらず、一人ひとりが自分らしく、安心して生活できるまちづくりに向けた取り組

みを推進することを基本理念とします。 

「地域で共に支え合い、自分らしく安心して生活できるまちづくり」 

 

第２節 基本方針  

本計画の基本理念の実現に向け、７つの基本方針を設定します。 

  

基本
理念

基本方針 施策の方向性

地
域
で
共
に
支
え
合
い
、

自
分
ら
し
く
安
心
し
て
生
活
で
き

る
ま
ち
づ
く
り

５．教育・子育て支援の充実
ライフステージに応じた支援体
制整備の推進

６．雇用・就業の促進 就労支援体制の充実

７．生活環境の充実

虐待防止に対する支援等の取り
組み

２．生活支援（福祉）・権利
擁護の取り組み

意思決定支援の啓発

３．社会活動参加の推進

４．保健・医療体制の充実
発達障がい・精神障がい・難病
患者への支援の一層の充実

災害時等の安全確保に向けた取
り組み

成年後見制度の利用促進

芸術文化・スポーツ活動支援

１．差別解消・啓発の推進

障がいを理由とする差別解消の
促進

情報アクセシビリティの向上
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１．差別解消・啓発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

２．生活支援（福祉）・権利擁護の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．社会活動参加の推進 

 

 

 

 

 

４．保健・医療体制の充実 

 

 

 

 

 

  

障がいの有無にかかわらず、地域で共に生きる「共生社会」の理念は徐々に

浸透していますが、障がいに対する誤った理解や認識は残っています。 

 家庭や地域、学校、会社等地域のあらゆるところで、子どもから大人まで、

すべての市民が互いに尊重し合い、障がいに対する正しい理解を深めるため、

広報活動や多様な交流の機会を通じ、差別の解消・啓発を推進します。 

障がいのある方が住み慣れた地域で生活していくためには、障がいのある方

の日々の生活を支援するとともに、支援者及び介護者の負担を軽減することが

重要です。 

障害者総合支援法による自立支援給付、地域生活支援事業やその他の各種生

活支援サービスの充実を図り、障がいのある方のニーズや心身の状況に応じた

多様な支援サービスを実施し、権利を尊重するとともに、一人ひとりのＱＯＬ

（生活の質）の向上を目指します。また、関係機関が相互に連携しながら、相

談支援体制の充実に努めます。 

地域活動をはじめ、芸術文化・スポーツなどさまざまな社会活動に参加し、

活躍する機会を得られることは、地域で暮らす障がいのある方の願いです。 

活動への参加意欲を高めるとともに、幅広い活動に参加するためのしくみづ

くりを進め、障がいのある方一人ひとりの個性や能力をまちづくりに最大限生

かします。 

障がいのある方が必要な医療を受けられ、地域で安心して生活を送ることが

できるよう、医療ケア体制の充実が求められています。 

障がいの原因の一つとなる疾病等の予防、早期発見・早期支援、治療を行う

とともに、障がいのある方の健康維持・増進・回復を図るため、関係機関と密

に連携しながら、ライフステージや心身の状況に応じた保健・医療・リハビリ

テーションの提供に努めます。 



５２ 

 

５．教育・子育て支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

６．雇用・就業の促進 

 

 

 

 

 

 

７．生活環境の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がいのある子どもが地域で共に学び育つことは、将来の生活を豊かにする

ためにとても重要です。 

障がいのある子ども及びその家族のライフステージに応じて保健、医療、福

祉、保育、教育、就労支援等を含めた関係者がチームとなって支援する体制を

構築するとともに、学校、障がい児通所支援事業所又は障がい児相談支援事業

所等が連携し、相談支援体制の充実に努めます。 

障がいのある方が地域で意欲的に働き、活動することは、経済的自立だけで

なく、主体的に生きがいのある生活を送るために重要です。 

ハローワークや地域の障がい者就業・生活支援センターなど関係機関が連携

し、一般雇用はもとより、福祉的就労も含め、一人ひとりの働く意欲を尊重

し、就労支援及び就業機会の確保に努めます。 

障がいのある方が地域で安全に安心して暮らしていくためには、防犯や交通

安全、防災等の面で障がいのある方への配慮や、バリアフリー・ユニバーサル

デザインの生活空間づくりが欠かせません。 

地域全体で障がいのある方の安全を見守る支え合いのネットワークづくりを

図るとともに、住宅や公共公益施設、道路、交通機関等の環境整備に努め、安

心、安全なまちづくりを目指します。 
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第３節 分野別施策の方向  

基本理念の実現に向けた取り組みとして、７つの基本方針に関し、以下に重点を

置きながら取り組みます。 

 

１．差別解消・啓発の推進 

（１）障がいを理由とする差別解消の促進 

障がいを理由とした差別解消を妨げている要因を解消するため、障害者差別に関

する相談事例の共有や情報交換を行うことを目的とする「障害者差別解消支援地域

協議会」を設置し、関係機関等とのネットワークを構築します。 

（２）情報アクセシビリティの向上 

障がいのある方が個々のニーズに応じて、必要な情報を円滑に利用できるよう情

報アクセシビリティの向上に努めます。 

２．生活支援（福祉）・権利擁護の取り組み 

（１）虐待防止に対する支援等の取り組み 

しらかわ地域障害者虐待防止センターにおいて、虐待に関する相談・通報を２４

時間受理できる体制を維持します。また、虐待を受けた障がいのある方への一時保

護にあたり、必要な居室の確保を含めた地域生活支援拠点等の整備を推進します。 

各事業所に、虐待防止研修会の受講の徹底、虐待防止委員会の設置を促し、指導

助言を継続的に行うとともに、相談支援専門員の訪問等を通じて、虐待の早期発見

に努めます。 

（２）意思決定支援の啓発 

自ら意思を決定及び表明することが困難な障がいのある方が、障がい福祉サービ

スを適切に利用できるよう、意思決定支援ガイドラインを活用し、サービス事業者

等への研修を行います。 

（３）成年後見制度の利用促進 

判断能力が不十分な知的障がいのある方や精神障がいのある方が、成年後見制度

を適切に利用できるよう、制度の周知を行い、利用を促進します。 

３．社会活動参加の推進 

（１）芸術文化・スポーツ活動支援 

障がいのある方が地域で開催される芸術文化活動やスポーツ活動に参加する等、

社会活動の幅を広げることができるよう推進します。 

４．保健・医療体制の充実 

（１）発達障がい、精神障がい、難病患者への支援の一層の充実 
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発達障がいのある方や精神障がいのある方、難病患者の課題について関係機関と

情報共有を図るとともに、地域の実情に応じた支援体制の整備に努めます。 

５．教育・子育て支援の充実 

（１）ライフステージに応じた支援体制整備の推進 

障がいのある子どもが、地域の中で自分らしく生活していくことができるよう、

関係機関が連携を図り、ライフステージに応じ切れ目のない支援を提供する体制づ

くりを推進します。 

６．雇用・就業の促進 

（１）就労支援体制の充実 

一般雇用及び福祉的就労も含め、障がいのある方一人ひとりの働く意欲を尊重

し、就業の機会確保に努めます。また、障がい者就労施設からの物品やサービスな

どの優先調達の推進に努めます。 

７．生活環境の充実 

（１）災害時等の安全確保に向けた取組み 

災害時等の避難行動において支援を必要とする要支援者の把握に努め、要支援者

名簿を基に関係機関が連携し、近隣住民の協力を得ながら、要支援者の避難行動を

支援する体制の整備に努めます。 
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第４章 第５期障がい福祉計画 

第１節 第４期障がい福祉計画のサービスの実施状況 

自立支援給付のサービス事業量の実績 

区  分 単位 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 
実績 

（見込） 

訪
問
系 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包

括支援 

時間/月 900 942 950 1,055 １,000 1,150 

人/月 75 76 80 79 85 86 

日
中
活
動
系 

生活介護 日/月 3,287 3,125 3,496 3,206 3,705 3,139 

人/月 173 152 184 157 195 161 

自立訓練 

（機能訓練） 

日/月 22 20 22 27 22 0 

人/月 1 1 1 2 1 0 

自立訓練 

（生活訓練） 

日/月 180 34 240 54 300 54 

人/月 6 1 8 2 10 2 

就労移行支援 日/月 300 279 330 195 360 189 

人/月 20 14 22 11 24 13 

就労継続支援

（A 型） 

日/月 273 154 315 225 357 225 

人/月 13 7 15 13 17 13 

就労継続支援

（B 型） 

日/月 3,036  2,512 3,146 2,472 3,256 2,582 

人/月 138 139 143 134 148 145 

療養介護 人/月 7 8 8 8 9 8 

短期入所 

（福祉型） 

日/月 103 117 129 87 154 101 

人/月 14 12 17 18 21 19 

短期入所 

（医療型） 

日/月 4 0 4 23 4 20 

人/月 1 0 1 3 1 4 

児童短期入所

（福祉型） 

日/月 9 6 11 12 14 15 

人/月 2 1 3 4 3 4 

児童短期入所

（医療型） 

日/月 10 11 10 0 10 0 

人/月 1 2 1 0 1 0 

居
住
系 

共同生活援助

（GH） 
人/月 52 45 55 44 58 48 

施設入所支援 人/月 79 79 78 82 77 83 

相
談
支
援 

計画相談支援 人/月 48 161 51 135 53 156 

地域移行支援 人/月 1 0 1 0 1 0 

地域定着支援 人/月 1 0 1 1 1 1 

人/月：１カ月あたりの実利用者数                （各年度３月分の事業量） 

日/月：１カ月あたりの延べ利用日数 

時間/月：１カ月あたりの延べ利用時間数  
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地域生活支援事業のサービス事業量の実績 

区  分 単位 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 
実績 

（見込） 

相
談
支
援
事
業 

障がい者相談

支援事業 
箇所 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

基幹相談支援

センター 
有無 有 有 有 有 有 有 

成年後見制度利用

支援事業 
人/年 １ 2 １ 1 １ 2 

成年後見制度法人

後見支援事業 
有無 無 無 無 無 無 無 

意思疎通支援事業 件/年 30 48 40 67 50 60 

日

常

生

活

用

具

給

付

等

事

業 

介護・訓練支

援用具 
件/年 ２ ２ ２ ２ ２ 2 

自立支援用具 件/年 ５ ９ ５ 10 ５ 10 

在宅療養等支

援用具 
件/年 10 ３ 10 14 10 14 

情報・意思疎

通支援用具 
件/年 ５ ９ ５ 12 ５ 12 

排泄管理支援

用具 
件/年 1,320 1,214 1,380 1,268 1,440 1,241 

居宅生活動作

補助用具（住

宅改修費） 

件/年 ３ １ ３ ２ ３ 3 

計 件/年 1,345 1,238 1,403 1,308 1,465 1,282 

手話奉仕員 

養成研修事業 
人/年 5 11 6 １０ 7 12 

移動支援事業 
時間/年 2,700 2,735 2,880 2,399 3,000 2,227 

人/年 45 43 48 57 50 60 

地域活動支援セン

ター 
人/年 33 23 35 23 37 23 

そ
の
他
の
地
域
生
活
支
援
事
業 

訪問入浴サー

ビス事業 
人/年 3 3 4 2 5 3 

日中一時支援

事業 
人/年 55 46 58 50 60 50 

生活サポート事業 人/年 1 0 1 0 1 0 

点字・声の広

報等発行事業 
人/年 11 6 12 6 13 6 

点字奉仕員 

養成研修事業 
人/年 5 1 6 3 7 5 

自動車運転免

許取得・改造

費補助事業 

人/年 2 1 2 0 2 0 

人/年：１年間の実利用人数 

件/年：１年間の延べ利用日数 

時間/年：１年間の延べ利用時間数 
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第２節 第５期障がい福祉計画の目標値 

第５期障がい福祉計画は、平成３２年度を目標年度として、国や福島県の基本方

針に基づき、地域生活移行や就労支援等に関する成果目標を数値化した見込量とし

て設定し、その達成を目指し施策の実施に努めます。 

 

（１）福祉施設入所者の地域生活移行 

【国の基本指針】 

平成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が平成 32 年度末までに地域生活

へ移行することを基本とします。 

平成３２年度末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設入所者数から２％以

上削減することを基本とします。 

＜目標値＞ 

本市の現施設利用者の状況や窓口相談、ニーズ調査、相談支援事業所からの情報

等を勘案し、平成２８年度末時点の福祉施設の入所者 82 人のうち 14.6％にあた

る１２人が、グループホーム等地域生活へ移行することを目標とします。また、平

成３２年度末の入所者数は、3.8％減の 79 人を見込みます。 

相談支援専門員と情報を共有し、必要に応じてしらかわ地域自立支援協議会生活

支援部会と連携して、住居と日中の場を体験できるように場の確保を検討しなが

ら、地域生活移行に取り組みます。 

項 目 数 値 考え方 

平成 28 年度末時点の施設

入所者数（Ａ） 
82 人 平成 28 年度末時点の施設入所者数 

（Ａ）のうち、平成 32 年

度までの地域生活移行者 

（Ｂ） 

12 人 
施設入所からグループホーム、一般

住宅等へ移行した者の数 

【目標値】 

地域生活移行率 
14.6％ 

（Ｂ）/（Ａ）  

※目標 9％以上 

平成 32 年度末時点の施設

入所者数（Ｃ） 
79 人 平成 32 年度末時点の施設入所者数 

【目標値】 

施設入所者数削減率 
3.7％ 

（Ａ－Ｃ）/（Ａ） 

※目標 2％以上 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【国の基本指針】 

平成３２年度末までに全ての市町村ごとに協議会やその専門部会など保健、医

療、福祉関係者による協議の場を設置することを基本とします。（市町村単位での

設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置も可。） 

＜目標値＞ 

平成３２年度末までにしらかわ地域自立支援協議会地域生活支援部会地域移行

（精神障がい者）ワーキンググループに協議の場を設置します。 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

【国の基本指針】 

平成３２年度末までに各市町村又は各圏域に少なくても１つ地域生活支援拠点等

を整備することを基本とします。 

＜目標値＞ 

白河市、西郷村、泉崎村、中島村及び矢吹町において既に実施している事業を整

理し、各事業所が必要な機能を分担して担う面的整備を基本として、平成 

３２年度末までに整備を行います。 

 

（イメージ図） 

 

  



５９ 

 

（４） 福祉施設から一般就労への移行 

【国の基本指針】 

平成 32 年度の福祉施設から一般就労への移行者数が、平成 28 年度の 1.5 倍以

上になることを基本とします。 

平成３２年度末の就労移行支援事業の利用者数が、平成２８年度末の利用者数の

２割以上増加することを目指します。 

就労移行支援事業所数のうち、就労移行率が３割以上になる事業所を全体の５割

以上にします。また、就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率が８割以上

になることを基本とします。 

＜目標値＞ 

平成 32 年度の福祉施設から一般就労への移行者数を、平成 28 年度の４人に対

し、２.８倍の１１人で見込みます。また、就労移行支援事業の利用者数を、平成

２８年度末の１１人に対し、７２.７％増加の１９人とします。 

福祉施設や県南障がい者就業・生活支援センター、ハローワーク、相談支援専門

員との連携を深めながら、しらかわ地域自立支援協議会就労支援部会と協働し、就

労移行支援の利用を促進します。 

①福祉施設から一般就労への移行の目標 

項 目 数 値 考え方 

平成 2８年度の一般就労

移行者数（Ａ） 
4 人 

平成 28 年度において福祉施設を退

所し、一般就労した者の数 

【目標値】 

平成 32 年度の一般就労

移行者数（Ｂ） 

11 人 
平成 32 年度において福祉施設を退
所し、一般就労する者の数 

増加割合 2.8（倍） 
（Ｂ）/（Ａ） 
※目標 1.5 倍以上 

②就労移行支援事業の利用者数の目標 

項 目 数 値 考え方 

平成 2８年度末の就労移
行支援事業所の利用者数
（Ａ） 

11 人 
平成 28 年度末において就労移行支
援事業所を利用した者の数 

【目標値】 
平成 32 年度末の就労移
行支援事業所の利用者数
（Ｂ） 

19 人 
平成 32 年度末において就労移行支
援事業所を利用する者の数 

増加率 72.7％ 
（Ｂ）－（Ａ）/（Ａ）  
※目標２割以上 

 

  



６０ 

 

③就労移行率が３割以上になる就労移行支援事業所数の割合の目標 

項 目 数 値 考え方 

平成 2８年度末の就労移行率
が 3 割以上の事業所数（Ａ） 

1 か所 
就労移行事業所のうち、平成 28
年度末の就業移行率が 3 割以上
の事業所の数 

平成 32 年度に就労移行支援
事業所数（Ｂ） 

2 か所 
平成 32 年度末の就労移行支援
事業所数 

平成 32 年度の就業移行率が
3 割以上になる就労移行支援
事業所数 

【目標値】事業所比率 

2 か所 
 

100.0％ 

（Ｂ）/（Ａ） 
※目標 50.0％以上 
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第３節 第５期障がい福祉計画のサービスの見込量 

（１）自立支援給付 

障害者総合支援法に基づき実施される障がい福祉サービスで、介護給付と訓練等

給付に区分し、在宅で利用するサービスと施設を利用するサービスがあります。 

 

① 訪問系介護給付５種目サービス 

訪問系サービスは、居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護、行

動援護、重度障害者等包括支援の５種目があります。 

〔サービス内容〕 

名 称 内  容 対象者 

居宅介護 

自宅での入浴・排せつ・食事等の

身体介護や、洗濯・掃除等の家事

援助、通院等の移動介護等を行い

ます。 

障害支援区分１以上の方 

重度訪問

介護 

自宅での入浴・排せつ・食事の介
護、外出時における移動介護等を
総合的に行います。 

重度の肢体不自由者で常に介護を

必要とする方 

（障害支援区分４以上） 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい

困難を有する障がいのある方等の

外出に同行し、移動に必要な情報

を提供するとともに、移動の援護

を行います。 

視覚障がいにより、移動に著しい困

難を有する方（同行援護アセスメン

ト票、同行援護対象者に係る意見書

により、基準を満たす方） 

行動援護 

行動する際に生じる危険を回避す

るために必要な援護や外出時の移

動介護等を行います。 

知的障がいや精神障がいによって行

動上著しい困難があり、常に介護を

必要とする方 

（障害支援区分３以上） 

重度障害

者等包括

支援 

心身の状態や介護者の状況、居住

の状況等をふまえて作成された個

別支援計画に基づき、必要な障が

い福祉サービス（居宅介護、重度

訪問介護、同行援護、行動援護、

短期入所、生活介護、共同生活介

護等）を包括的に提供します。 

常に介護を必要とし、介護の必要度

が著しく高い方（障害支援区分６）

のうち次に該当する方 

①四肢のすべてに麻痺等があり寝た

きり状態の障がいのある方で、かつ

筋委縮性側索硬化症(ＡＬＳ)患者等

、呼吸管理を行っている身体障がい

又は最重度の知的障がいのある方 

②強度行動障がいのある重度・最重

度の知的障がいのある方 
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〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

時間/月 1,213 1,292 1,372 

人/月 91 97 103 

〔提供体制の確保策〕 

長期入院者の在宅移行による利用の伸びやニーズ調査から、人数、時間ともに、

増加が見込まれることから、関係機関と連携し、新規事業参入を促進するとともに、

事業所の研修の機会を設け、ヘルパーの人員確保及び質の向上に努めます。 

 

② 生活介護・療養介護 

〔サービス内容〕 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活介護 
日/月 3,236 3,334  3,431 

人/月 166  171  176 

療養介護 人/月 9 10 11 

 

  

名 称 内  容 対象者 

生活介護 

地域や入所施設で安定した

生活を営むことができるよ

う、福祉施設で食事や入

浴、排せつ等の介護や日常

生活上の支援、生産活動等

の機会を提供します。 

常に介護を必要とする障がいのある方

で次の方 

①49 歳以下の場合、障害支援区分 3

以上（施設入所は区分 4 以上） 

②50 歳以上の場合、障害支援区分 2

以上（施設入所は区分 3 以上） 

療養介護 

医療機関への長期入院によ

る医学的管理のもとに、食

事や入浴、排せつ等の介護

や日常生活上の相談支援等

を行います。 

医療機関への長期入院による医療に加

え、常に介護を必要とする方で次の方 

①ＡＬＳ患者等、呼吸管理を行ってお

り、障害支援区分 6 の方 

②筋ジストロフィー患者や重症心身障

がいのある方で、障害支援区分 5 以上

の方 



６３ 

 

〔提供体制の確保策〕 

施設入所からの地域生活移行や就労継続支援 B 型利用者の高齢化が進んでいる

状況を踏まえ、就労継続支援 B 型の多機能型事業所への転換などについて事業所

や関係機関と検討し、提供体制の整備を図ります。 

 

③ 自立訓練 

〔サービス内容〕 

名 称 内 容 対象者 利用期間 

機能訓練 

地域生活を営むうえで必

要となる身体機能や生活

能力の維持・向上を図る

ため、理学療法や作業療

法等の身体的リハビリテ 

ーションや日常生活上の

相談支援等を行います。 

①入所施設や医療機関を退

所・退院した人で、地域生

活への移行を図るうえで身

体的リハビリテーションの

継続や身体機能の維持・回

復等の支援が必要な方等 

②特別支援学校を卒業し、

地域生活を営むうえで身体

機能の維持・回復等の支援

が必要な方等 

原則として

1 年 6 か月

以内 

生活訓練 

地域生活を営むうえで必

要となる生活能力の維持・ 

向上を図るため、食事や

家事等の日常生活能力を

向上するための支援や、

日常生活上の相談支援等

を行います。 

①入所施設や医療機関を退

所・退院した方で、地域生

活への移行を図るうえで生

活能力の維持・向上等の支

援が必要な方等 

②特別支援学校卒業者や継

続した通院により症状が安

定している方等で、地域生

活を営むうえで、生活能力

の維持・向上等の支援が必

要な方等 

2 年以内

（長期入所

者、長期入

院患者の場

合は 3 年以

内） 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立訓練（機能訓練） 
日/月 14 １４ １４ 

人/月 1 １ １ 

自立訓練（生活訓練） 
日/月 ５４ ７７ １００ 

人/月 ２ ３ ４ 

〔提供体制の確保策〕 

ニーズ調査の利用希望者の意向を踏まえ、地域生活移行につなげるためサービス

の利用を推進します。 
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④ 就労訓練・福祉的就労サービス 

〔サービス内容〕 

名 称 内  容 主な対象者 

就労移行支援 

事業所内や企業における

作業や実習、適性にあっ

た職場探し、就労後の職

場定着のための支援等を

行います。（利用期間原

則 2 年間以内） 

①一般就労等（企業等への就労、在

宅での就労・起業）を希望し、知

識・能力の向上、実習、職場探し等

を通じ、適性にあった職場への就労

等が見込まれる 65 歳未満の方 

②あん摩マッサージ指圧師免許、は

り師免許又はきゅう師免許を取得す

ることにより、就労を希望する者 

就労継続支援

（Ａ型） 

通所により、雇用契約に

基づく就労機会を提供す

るほか、一般就労に必要

な知識・能力が高まった

場合は、一般就労への移

行に向けた必要な支援・

指導等を行います。 

①就労移行支援を利用したものの企

業等の雇用に結びつかなかった方 

②特別支援学校を卒業して就職活動

を行ったが、企業等の雇用に結びつ

かなかった方 

③就労経験のある方で、現在雇用関

係がない方 

就労継続支援

（Ｂ型） 

通所により、就労や生産

活動の機会を提供（雇用

契約は結ばない）するほ

か、一般企業等での就労

に必要な知識・能力が高

まった場合は、一般就労

への移行に向けた必要な 

支援・指導等を行います。 

①企業等や就労継続支援(Ａ型)での

就労経験があるが､年齢・体力面で

雇用されることが困難となった方 

②50 歳に達している方又は障害基

礎年金１級受給している方 

③①及び②のいずれにも該当しな

い者であって、就労移行支援事業

者等によるアセスメントにより、

就労面にかかる課題等の把握が行

われている本事業の利用希望者 

就労定着支援 

【新規】 

一般就労等への移行に向

けて、事業所内や企業に

おける作業や実習、適性

に合った職場探し、就労

後の職場定着のための支

援を行います。 

就労移行支援等の利用を経て、一

般就労へ移行した障がいのある方

で、就労に伴う環境変化により生

活面の課題が生じている方 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

就労移行支援 
日/月 174 261 276  

人/月 12 18 19  

就労継続支援 

（Ａ型） 

日/月 242 260 295  

人/月 14 15 17  
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就労継続支援 

（Ｂ型） 

日/月 2,670 2,723 2,759  

人/月 150 153 155  

就労定着支援 

【新規】 
人/月 ７ ８ 8 

〔提供体制の確保策〕 

施設入所者、長期入院者の地域生活移行の推進に伴い、利用者数の増加が見込ま

れることから、就労体験の場の確保を含めサービスの利用を促進します。 

 

⑤ 短期入所 

〔サービス内容〕 

介護者が病気等の理由で一時的に介護ができない場合、障がい者施設等で障がい

のある方を預かり受け入れ、入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活上の支援を行

います。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

短期入所 

（福祉型） 

日/月 133 170 207 

人/月 25 32 39 

短期入所 

（医療型） 

日/月 26 31 36 

人/月 5 6 7 

児童短期入所 

（福祉型） 

日/月 19 22 22 

人/月 5 6 6 

児童短期入所 

（医療型） 

日/月 4 4 4 

人/月 1 1 1 

〔提供体制の確保策〕 

介護者の負担軽減や親亡き後を見据えたサービスの需要の増加が見込まれる中、

緊急時の受け入れ体制の確保が課題となっています。地域生活支援拠点等整備の枠

組みの中で、地域におけるサービスの提供体制の確保に向け、事業者や関係機関と

の連携を図ります。 

 

⑥ 居住系サービス 

〔サービス内容〕 

名 称 内  容 主な対象者 

共同生活援助 
グループホームに入居してい

る方に、主に夜間において、

障がいのある方（身体障がいのあ

る方にあっては、６５歳未満の方
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名 称 内  容 主な対象者 

（グループホ

ーム） 
家事等の日常生活上の支援や

日常生活における相談支援、

日中活動で利用する事業所等

の関係機関との連絡・調整等

を行います。 

又は６５歳に達する日の前日まで

に障がい福祉サービス若しくはこ

れに準ずるものを利用したことが

ある方に限る） 

施設入所支援 

施設に入所する方に、主に夜

間において、入浴、排せつ及

び食事等の介護、生活等に関

する相談及び助言、その他日

常生活上の支援を行います。 

①生活介護利用者のうち、障害支

援区分４以上の方（50歳以上の

場合は区分３以上） 

②自立訓練、就労移行支援の利用

者のうち、地域の社会資源の状況

等により通所することが困難な方 

自立生活援助 

【新規】 

施設入所支援や共同生活援助

等を受けていた方が居宅にお

ける自立した日常生活を営む

うえでのさまざまな問題に対

して、定期的な巡回訪問や必

要な援助を行います。 

入所施設やグループホーム、精神

科病院等から地域での一人暮らし

に移行した方で理解力や生活力を

補うため支援が必要な方 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

共同生活援助（ＧＨ） 人/月 51 54 57 

施設入所支援 人/月 82 80 79 

自立生活援助【新規】 人/月 １ １ １ 

〔提供体制の確保策〕 

長期入医院者の居住として利用体制の整備、新規事業参入の促進に努めながら、

新たに創設された自立生活援助などのサービスを利用し、入所施設利用者の地域移

行を促進します。 

 

⑦ 相談支援 

〔サービス内容〕 

名 称 内  容 

計画相談支援 

サービスの利用に必要なサービス等利用計画を作成するとと

もに、一定の期間ごとにサービス等の利用状況についてモニ

タリングを行います。 

地域移行支援 

施設入所又は精神科病院に入院している障がいのある方

が、地域に移行するための住居の確保や活動に関する相

談等の支援を行います。 



６７ 

 

名 称 内  容 

地域定着支援 

居宅で生活する障がいのある方が、相談員と常時連絡体

制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急事態等

の相談支援を行います。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画相談支援 人/月 163 170 177 

地域移行支援 人/月 4 4 4 

地域定着支援 人/月 1 1 1 

〔提供体制の確保策〕 

しらかわ地域自立支援協議会を通じて相談支援専門員の人員確保を図るととも

に、基幹相談支援センターや相談支援アドバイザー、福島県相談支援専門員協会県

南支部と連携し、相談支援専門員の技術の向上を図ります。 

 

 

（２）地域生活支援事業 

国の実施要綱メニューから地域の実情に応じて、市町村が実施する事業で、必須

事業と任意事業があります。 

 

【必須事業】 

① 理解促進研修・啓発事業 

〔サービス内容〕 

障がいのある方が日常生活や社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」をなくす

ため、地域住民に対して、障がいのある方に対する理解を深めるための研修や啓発

活動等を行います。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 

〔提供体制の確保策〕 

障がいのある方への理解を深めるため、チラシやポスターを作成し、消防、警

察、駅、店舗や町内会などへのＰＲを行うほか、小中学校や高校を通じ、子どもた

ちへの啓発を行い、効果的な事業の推進を図ります。 
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② 自発的活動支援事業 

〔サービス内容〕 

障がいのある方が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、その家

族、地域住民等が地域において自発的に行う活動（ピアサポート、災害対策、孤立

防止活動、ボランティア活動等）を支援します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自発的活動支援事業 有無 有 有 有 

〔提供体制の確保策〕 

障がいのある方のニーズを把握し、効果的な事業の推進に取り組みます。 

 

③ 相談支援事業 

〔サービス内容〕 

障がいのある方からの相談に応じ必要な情報の提供及びその他の障がい福祉サー

ビスの利用支援を行うとともに、権利擁護、虐待の防止・早期発見のための援助を

行います。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障がい者相談支援事業 箇所 3 3 3 

基幹相談支援センター

（白河市・西郷村・泉崎

村・中島村・矢吹町） 

有無 有 有 有 

〔提供体制の確保策〕 

基幹相談支援センターを中心にしらかわ地域自立支援協議会、各相談支援事業者

等と連絡・調整を図りながら、迅速・的確な総合相談、専門相談に対応ができる支

援体制の確保に努めます。 

 

④ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人利用支援事業 

〔サービス内容〕 

判断能力が不十分な知的のある方や精神障がいのある方で、裁判所への成年後見

制度の利用の申立てを行う親族がいない方に、成年後見制度の申立てに要する経費

（登記手数料、鑑定手数料等）及び後見人等の報酬の全部又は一部を助成します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度利用支

援事業 
人/年 3 4 5 
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成年後見制度法人利

用支援事業 
有無 無 有 有 

〔提供体制の確保策〕 

利用者のニーズに応じて十分な対応が図れるよう努めます。また、しらかわ地域

自立支援協議会と連携し、制度に対する周知啓発を行い、市民の理解を深め利用を

促進します。 

 

⑤ 意思疎通支援事業 

〔サービス内容〕 

聴覚、言語・音声機能その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある

方に、手話奉仕員を派遣します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話通訳者派遣事業 人/年 70 70 70 

〔提供体制の確保策〕 

手話奉仕員養成講座を開催し、人材の確保に努めながら、制度の周知を行い、利

用を推進します。 

 

⑥ 日常生活用具給付事業 

〔サービス内容〕 

重度の障がいのある方の在宅生活を支援するため、日常生活用具の給付及び住宅

改修費の一部を助成します。 

事業区分 内容例 

介護訓練支援用具 
特殊寝台や特殊マット等の身体介護を支援する用具や、障がい

のある子どもが訓練に用いる椅子 

自立生活支援用具 
入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置等障がいのある方

の入浴、食事、移動等を支援する用具 

在宅療養等支援用具 電気式たん吸引機や盲人用体温計等在宅療養等を支援する用具 

情報・意思疎通支援

用具 

点字器や人工喉頭等情報収集、情報伝達や意思疎通等を支援す

る用具 

排泄管理支援用具 ストマ用装具等排泄管理を支援する衛生用品 

住宅改修費 小規模な住宅改修を行う際の費用の一部助成 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護・訓練支援用具 件/年 2  2 2 



７０ 

 

自立生活支援用具 件/年 10 10 10 

在宅療養等支援用具 件/年 14 14 14 

情報・意思疎通支援

用具 
件/年 12 12 12 

排泄管理支援用具 件/年 1,250 1,259 1,268 

住宅改修費 件/年 4 5 6 

計 件/年 1,292 1,302 1,312 

〔提供体制の確保策〕 

利用者のニーズを把握し、必要に応じ対象範囲や対象品目を拡充する等事業の推

進を図り、障がいのある方一人ひとりの状況に応じた給付に努めます。 

 

⑦ 手話奉仕員養成研修事業 

〔サービス内容〕 

聴覚障がいのある方との交流活動の促進、市の広報活動などの支援者として期待

される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

手話奉仕員養成研

修事業 
人/年 13 14 15 

〔提供体制の確保策〕 

手話への理解を深めるための広報活動を行い、情報伝達の支援者としての手話奉

仕員の人材確保に努めます。 

 

⑧ 移動支援事業 

〔サービス内容〕 

介護給付サービスの移動支援の対象とならない障がいのある方及び障がいのある

子どもが日常生活で必要な外出や社会参加のための移動を支援します。 

タイプ 内容 

個別支援型 個別的支援が必要な場合のマンツーマンでの支援 

グループ支援型 

①複数の障がいのある方への同時支援 

②屋外でのグループワーク、同一目的地・同一イベント

への複数人同時参加の際の支援 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

移動支援事業 人/年 63 66 69 
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時間/年 2,331 2,442 2,553 

〔提供体制の確保策〕 

福祉サービスの実態に応じ、適切な単価の見直しを行うほか、利用者の社会参加

を促進するため、対象者や利用目的の拡大を検討し利用を促進します。 

 

⑨ 地域活動支援センター 

〔サービス内容〕 

障がいのある方の地域生活を支援するため、創作活動や生産活動の機会を提供し

社会との交流を促進します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域活動支援セン

ター 
人/年 23  23  23 

〔提供体制の確保策〕 

 地域活動支援センターを設置し、多様なニーズに応えられるよう、事業所の適切

な事業展開を促進します。 

 

【その他の地域生活支援事業】 

①訪問入浴サービス事業 

〔サービス内容〕 

在宅の重度の身体障がいのある方を対象に、訪問により居宅で入浴サービスを提

供します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

訪問入浴サービス事業 人/年 3  3  3  

〔提供体制の確保策〕 

サービスの提供体制の在り方について検討し、介護分野との連携を図りながら事

業を推進します。 

 

② 日中一時支援事業 

〔サービス内容〕 

障がい福祉サービス事業所などで、障がいのある方の日中における活動や見守り

の場を提供することにより、家族の就労や介護者の一時的な休息を支援します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

日中一時支援事業 人/年 50  50  50  
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〔提供体制の確保策〕 

事業所の提供体制を確保するとともに、提供量の拡大を促進していきます。 

 

③ 地域移行のための安心生活支援事業 

〔サービス内容〕 

障がいのある方が地域で安心して暮らすための支援体制を整備することにより、

障がいがあっても自ら選んだ地域で暮らしていけるよう地域生活への移行や定着を

支援します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

地域移行のための

安心生活支援 
人/年 1  1  1  

〔提供体制の確保策〕 

現行の実施事業所の提供体制の確保を促進するとともに、提供量の拡大や新規事

業参入を促進していきます。 

 

＜社会参加支援＞ 

① 点字・声の広報等発行事業 

〔サービス内容〕 

文字による情報入手が困難な視覚障がいのある方に市政等情報を提供するため、

点字又は音声ＣＤによる広報を作成します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

点字・声の広報等

発行事業 
人/年 6  6  6  

〔提供体制の確保策〕 

点訳ボランティア及び録音ボランティアの確保・育成を図りながら事業の周知に

努めます。 

 

② 点字奉仕員養成研修事業 

〔サービス内容〕 

点訳に必要な知識・技術を習得した点訳奉仕員の養成研修を実施します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

点字奉仕員養成研

修事業 
人/年 5 5 5 
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〔提供体制の確保策〕 

養成講座を継続的に実施し、情報伝達の支援者としての点字奉仕員の人員確保に

努めます。 

 

＜その他＞ 

③ 自動車運転免許取得・改造費助成事業 

〔サービス内容〕 

身体障害者手帳の交付を受けた下肢障がいのある方（体幹機能障がいにより歩行

困難な者を含む。）又は聴覚障がいのある方が、就労等社会活動に参加するため、

自動車運転免許を取得する場合の経費を助成します。 

身体障害者手帳の交付を受け、障がいの程度が上肢・下肢又は体幹機能障がいで

あって、その障がい等級が１級又は２級の方等が、自動車を改造するための経費を

助成します。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自動車運転免許取

得・改造費助成事業 
人/年 １ １ １ 

〔提供体制の確保策〕 

移動・行動の範囲を広げ、社会参加の促進を図るよう、障がいのある方一人ひと

りの状況に応じた給付に努めます。 
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自立支援給付のサービス事業量の見込み（総括） 

区   分 単位 
平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

計画値 計画値 計画値 

訪
問
系 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

時間/月 1,213 1,292  1,372 

人/月 91 97 103 

日
中
活
動
系 

生活介護 
日/月 3,236 3,334 3,431 

人/月 166 171 176 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日分 14 14 14 

人分 1 １ 1 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日分 54 77 100 

人分 2 3 4  

就労移行支援 
人日分 174 261 276 

人分 12 18 19 

就労継続支援 

（A 型） 

人日分 242 260 295 

人分 14 15 17 

就労継続支援 

（B 型） 

人日分 2,670 2,723 2,759 

人分 150 153 155 

就労定着支援【新規】 人分 7 8 ８ 

療養介護 人分 ９ １０ １１ 

短期入所（福祉型） 
人日分 133 170 207 

人分 25 32 39 

短期入所（医療型） 
人日分 26 31 36 

人分 5 6 7 

児童短期入所 

（福祉型） 

人日分 19 22 22 

人分 5 6 6 

児童短期入所 

（医療型） 

人日分 4 4 4 

人分 1 1 1 

居
住
系 

共同生活援助（GH） 人分 51 54  57  

施設入所支援 人分 82  80 79  

自立生活援助【新規】 人分 1 1 1 

相
談
支
援 

計画相談支援 人分 163 170 177 

地域移行支援 人分 4 4 4 

地域定着支援 人分 1 1 1 

人/月：１カ月あたりの実利用者数                （各年度３月分の事業量） 

日/月：１カ月あたりの延べ利用日数 

時間/月：１カ月あたりの延べ利用時間数  
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地域生活支援事業のサービス事業量の見込み（総括） 

区  分 単位 
平成３０年 平成３１年度 平成３２年度 

計画値 計画値 計画値 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 

自発的活動支援事業 有無 有 有 有 

相
談
支
援
事
業 

障がい者相談支援事業 箇所 ３ ３ ３ 

基幹相談支援センター 有無 有 有 有 

成年後見制度利用支援事業 人/年 3 4 5 

成年後見制度法人利用支援事業 有無 無 有 有 

意
思
疎
通

支
援 

手話通訳者・要約筆記者 人/年 ７0 70 70 

手話通訳者設置事業 箇所 １ １ １ 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 

介護・訓練支援用具 件/年 2 2 2 

自立支援用具 件/年 10 10 10 

在宅療養等支援用具 件/年 14 14 14 

情報・意思疎通支援用具 件/年 12 12 12 

排泄管理支援用具 件/年 1,250 1,259 1,268 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件/年 4 5 6 

計 件/年 1,292 1,302 1,312 

手話奉仕員養成研修事業 人/年 13 14 15 

移動支援事業 
時間/年 2,331 2,442 2,553 

人/年 63 66 69 

地域活動支援センター 人/年 23 23 23 

訪問入浴サービス事業 人/年 3 3 3 

日中一時支援事業 人/年 50 50 50 

地域移行のための安心生活支援 人/年 1 1 1 

点字・声の広報等発行事業 人/年 6 6 6 

点字奉仕員養成研修事業 人/年 5 5 5 

自動車運転免許取得・改造費補

助事業 
人/年 1 1 1 

人/年：１年間の実利用人数 

件/年：１年間の延べ利用日数 

時間/年：１年間の延べ利用時間数 
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第５章 第１期障がい児福祉計画 

第１節 第４期障がい福祉計画のサービスの実施状況 

障がい児通所支援等のサービス事業量の実績 

区  分 単位 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 
実績 

（見込） 

障
が
い
児
支
援 

児童発達支援 
日/月 700 774 800 814 900 834 

人/月 70 78 80 81 90 79 

放課後等デイ

サービス 

日/月 660 502 770 575 910 720 

人/月 66 44 77 47 91 61 

保育所等訪問

支援 

日/月 8 5 8 9 8 10 

人/月 8 5 8 9 8 10 

障がい児相談 

支援 
人/月 26 41 30 36 34 42 

人/月：１カ月あたりの実利用者数            （各年度３月分の事業量） 

日/月：１カ月あたりの延べ利用日数 

 

第２節 基本的な考え方 

＜障がいのある子どもの健やかな育成のための発達支援＞ 

① 障がいのある子どもへの支援を行うにあたっては、本人の最善の利益を考慮し

ながら、健やかな育ちを支援します。 

② 障がいのある子ども及びその保護者に対し、障がいの疑いの段階から身近な地

域で支援できるようにします。 

③ 障がいのある子ども達が、地域の中で自分らしく生活していくことができるよ

う、しらかわ地域自立支援協議会等において検証し、あんしんサポートブック

を活用する等ライフステージに沿って、関係機関が連携を図り、切れ目のない

一貫した支援を提供する体制づくりに努めます。 

④ 障がいのある子どもが地域の保育、教育等の支援を利用し、障がいの有無にか

かわらず共に成長できるよう、障がい児支援を通じて、地域社会への参加や包

容（インクルーション）を推進します。 

⑤ 障がい種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障がい児通所支

援、障がい児入所支援及び障がい児相談支援の充実を図るとともに、地域支援

体制の構築を図ります。 
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第３節 第１期障がい児福祉計画の目標値 

第１期障がい児福祉計画は、平成３２年度を目標年度として、国や福島県の基本

方針に基づき、障がいのある子どもへの支援の提供体制の確保に関する成果目標を

数値化した見込量として設定し、その達成を目指し、施策の実施に努めます。 

 

（１）「児童発達支援センターの設置」 

【国の基本指針】 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、

平成３２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上

設置することを基本とします。（市町村単位での設置が困難な場合には、圏域での

設置も可。） 

＜目標値＞ 

本市では、圏域で１カ所児童発達支援センターを整備しており、平成３２年度末

においても、サービスの提供体制を維持します。 

項 目 数 値 考え方 

平成 29 年度末時点

の整備数 
１か所 平成 29 年度末の整備箇所数 

平成32年度末までの

整備数 
１か所 平成 32 年度末の整備箇所数 

 

（２）「保育所等訪問支援の構築」 

【国の基本指針】 

地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村（又は

圏域）に設置された児童発達支援センターが保育所等訪問支援を実施する等によ

り、平成３２年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用で

きる体制を構築することを基本とします。 

＜目標値＞ 

 本市では、児童発達支援センターにおいて保育所等訪問支援を実施しており、平

成３２年度末においても、サービスの提供体制を維持します。 

項 目 数 値 考え方 

平成 29 年度末時点

の整備数 
1 か所 平成 29 年度末の整備箇所数 

平成32年度末までの

整備数 
1 か所 平成 32 年度末の整備箇所数 
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（３）「主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ 

ービスの確保」 

【国の基本指針】 

重症心身障がい児が身近な地域で支援が受けられるように、平成３２年度末まで

に、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とします。（市町

村単位での確保が困難な場合には、圏域での確保も可。） 

＜目標値＞ 

本市では、圏域で１カ所重度心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を整備しており、平成３２年度末においても、サービス

の提供体制を維持します。 

項 目 数 値 考え方 

平成29年度末時点の整

備数 
1 か所 平成 29 年度末の整備箇所数 

平成32年度末までの整

備数 
1 か所 平成 32 年度末の整備箇所数 

 

（４）「医療（的）ケアを必要とする方が適切な支援を受けられる協議の設置」 

【国の基本指針】 

医療（的）ケアの必要な子どもが適切な支援を受けられるように、平成３０年度

末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障がい福祉、

保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることを基本としま

す。（市町村単位での設置が困難な場合には、圏域での設置も可。） 

＜目標値＞ 

 平成３０年度末までに、しらかわ地域自立支援協議会教育・子ども支援部会に協

議の場を設置します。 

項 目 数 値 考え方 

平成29年度末時点の協

議の場の数 
0 か所 

医療的ケア児支援のための保健、医療

、障がい福祉、保育、教育等の関係機

関が連携を図るための協議の場の数 

平成32年度末までの協

議の場の数 
1 か所 平成 32 年度末までの協議の場の数 
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第４節 障がい児通所支援等の見込量 

（１）障がい児通所支援（児童発達支援（福祉型・医療型）・放課後等デイサービ

ス・保育所等訪問支援 ） 

〔サービス内容〕 

児童福祉法に基づく障がい児通所支援は、児童発達支援、医療型児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援事業があります。 

名 称 内  容 

児童発達支援 

療育指導が必要と判断された障がいのある子どもを対象に、日

常生活における基本的な動作を習得し、集団生活に適応できる

よう、当該児童の身体及び精神の状況や環境に応じた適切な訓

練を行います。 

医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下で

の支援が必要と認められた児童を医療型児童発達支援センター

に通わせ、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練等を行うとともに、身体の状況に

より治療も行います。 

放課後等デイサービス 

就学中の障がいのある子どもに対して、授業の終了後又は学

校の休業日において、生活能力向上のための訓練、社会との

交流の促進、その他必要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等を訪問し、障がいのある子どもに対して、障がい児

以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その

他必要な支援を行います。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

児童発達支援 
日/月 869 901  943  

人/月 82 85  89  

放課後等デイサービス 
日/月 873 1,027  1,192  

人/月 74 87  101  

保育所等訪問支援 
日/月 11 11  11  

人/月 11 11  11  
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〔提供体制の確保策〕 

保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関と連携を図ったうえで、障がい

のある子ども及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な

支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ります。 

また、事業所が増える中、支援の一定の質の担保が求められていることから、し

らかわ地域自立支援協議会教育・こども支援部会を通じた事業所間の繋がりの強化

により、地域の支援力を高めていきます。 

 

（２）障がい児相談支援 

〔サービス内容〕 

名 称 内  容 

障がい児相談支援 

障がい児通所支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、短期入所、行

動援護等）を利用する障がいのある子どもを対象に、それ

らのサービスを利用するにあたって必要となる障がい児支

援利用計画を作成するとともに、一定の期間ごとにサービ

ス等利用状況のモニタリングを行い、計画の見直しを行い

ます。 

〔事業量見込み〕 

区 分 単位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障がい児相談支援 人/月 47 51 56 

〔提供体制の確保策〕 

放課後等デイサービス事業等の利用者数の増加に伴い需要の増加が見込まれてい

ます。障がい児相談支援事業の参入を推進し、児童期（障がい児相談支援１８歳ま

で）から成人期（１８歳以降）への計画相談移行がスムーズにできるよう事業所、

関係機関との連携を図ります。 

  



８１ 

 

第６章 計画の推進 

第１節 計画の推進体制 

各事業所と連携を図りながら必要なサービスの提供を推進します。適切なサービ

スの提供には地域のニーズを把握することが重要と考え、相談支援専門員との情報

を共有し地域のニーズ把握に努め、把握した必要な情報を自立支援協議会を通じて

各事業所に提供します。 

また、しらかわ地域自立支援協議会で広域的な取り組みを行い、各市町村と緊密

な連携を図ります。しらかわ地域自立支援協議会専門部会で協議された事項を積極

的に進め、障がいのある方が地域と共生した生活が営まれるよう取り組みます。 

 

第２節 計画の達成状況の点検及び評価 

（１）計画の評価と管理 

しらかわ地域自立支援協議会において PDCA サイクルの手法を活用し、計画全

体のマネジメントを行い、点検、評価、地域課題の共有を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

PDCA サイクルのプロセス 

 
 

■「基本指針」に即して成果目標及び

活動指標を設定するとともに、障がい

福祉サービスの見込量の設定やその他

確保策等を定める。 

■計画の内容を

踏まえ、事業を

実施する。 

■中間評価等の

結果を踏まえ、

必要に応じて見

直しや改善を実

施する。 
■成果目標及び活動指標について

は、少なくとも１年に１回その実績

を把握し、障がい者施策や関連施策

の動向も踏まえながら、障がい福祉

計画の中間評価として分析・評価を

行う。 

計画（Plan） 

評価（Check） 

実行（Do） 
改善（Act） 
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（２）モニタリングの実施体制 

しらかわ地域自立支援協議会で毎年モニタリングを実施し、地域における課題と

改善の方向性について協議・検討を行います。 

また、障がいのある方に必要な支援を提供するため、地域課題を抽出・分析し、

関係機関と情報を共有しながら、今後の対策や取り組みの方向性等の協議を進めて

いきます。 
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資料 

 

第５期障がい福祉計画策定検討会議名簿 

 

委員区分 所属 職名 氏名 団体等 

委 員 長 

相談支援事業所

オープンハウス

白河 

管理者兼相談支

援専門員 

鈴木 雅史 福島県相談支援専門

員協会県南支部 

副委員長 
基幹相談支援セ

ンターけんなん 

所長 佐藤 隆幸  

委 員 

福島県西白河地

域相談センター

こひつじ 

相談支援アドバ

イザー 

鈴木 仁 教育・こども支援部

会長 

委 員 

県南障がい者就

業・生活支援セ

ンター 

主任就業支援員 鈴木 幹也 就労支援部会長 

委 員 

共同生活事業所

やぶき 

副主任援助員兼

サービス管理責

任者 

近藤 茂治 地域生活支援部会長 

（敬称略） 
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第５期障がい福祉計画策定経過 

 

開催年月日 内  容 

平成２９年５月２４日 

【第１回策定検討会議】 

・委員長の選任 

・策定年間スケジュール確認 

平成２９年６月９日 

【相談支援専門員へのニーズ調査実施依頼及び調査

方法等の説明】 

・国の基本指針の確認 

・具体的な調査票各項目の解釈等の説明 

平成２９年６月９日 

【第２回策定検討会議】 

・第５期障がい福祉計画に係る内容の確認 

・ニーズ調査の内容及び調査方法の確認 

・基幹センターで作成した骨子案の内容確認 

・各項目の役割分担について 

平成２９年６月２３日 

【相談支援専門員へのニーズ調査に係る中間報告】 

・ニーズ調査項目の回答欄の再修正 

・ニーズ調査実施時の留意点の確認 

平成２９年７月１４日 

【第３回策定検討会議】 

・策定に向けた具体的なスケジュール調整について 

・各項目における重要ポイントの再確認 

平成２９年８月１７日・１8 日 

【第４回策定検討会議】 

・骨子案の確認 

・目標値及びサービス見込量の設定について 

平成２９年９月５日
 

【しらかわ地域自立支援協議会運営会議】 

・計画策定に係る中間報告 

平成２９年９月５日
 

【第５回策定検討会議】 

・骨子案の確認について 

平成２９年１１月８日
 

【しらかわ地域自立支援協議会全体会】 

・骨子案の検討、確認について 

 

  



８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行日 平成 30 年３月 

発 行 白河市 

編 集 白河市 保健福祉部 社会福祉課 

    〒９６１-８６０２ 

    福島県白河市八幡小路７番地１ 

    電話 0248-２２-１１１１(代表) 

        


